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おわりに
はじめに
　司法書士が司法書士法又はそれに基づく命令に違反したときには、法務
局又は地方法務局の長がこの司法書士に対して懲戒処分を行う（法12条）。
そこで、依頼者からの懲戒請求がその法務局になされると、法務局又は地
方法務局の長（以下法務局の長とだけいう）は、必要と認めれば、その懲戒
処分のために、職権をもって当該司法書士の関係書類や執務状況を調査し
て、これを懲戒に処することができる。司法書士会のまったく預り知らぬ
うちに、その頭ごしに懲戒がなされるのである。
　ところが、それだけではない。まず、（1）「司法書士会は、所属の司法
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書士が、この法律又はこの法律に基づく命令に違反すると思料するとき
は、その旨を、その司法書士会の事務所の所在地を管轄する法務局又は地
方法務局の長に報告しなければならない」（16条）と定めて、司法書士に
法令違反の事実のあるときの報告義務を課した。そして、他方、司法書士
法施行規則は、（II）「司法書士会は、所属の司法書士に対し法16条の2の
規定により注意を促し、又は勧告をしたときは、その旨をその司法書士会
の事務所の所在地を管轄する法務局又は地方法務局の長に報告しなければ
ならない」（30条）と規定して、注意勧告せざるを得ない法令違反の『お
それ』があるときにも、その事実とそれに対してなされた注意勧告の両方
を報告すべきことを命じている。そのあげくが、（1）の場合でも、（II）
の場合でも、この報告に基づき法務局により懲戒がなされるし、また、現
になされているのである。
　ほかの業界の監督官庁による監視・監督の実態を知っているわけではな
いが、これ程、天網恢恢疎にして漏らさずという厳しい統御のありようは
他には無いのではないか。かって、明治13年の代言人規則では、各代言人
が同僚の懲戒事由を会長に報告し、会長が検事に告発する義務を課せられ
ていたことがある。
　法務局の長は、この二つの規定だけでも、およそ、司法書士の業務活動
のすべてを、広く一般的にコントロールしているのである。
　ところが、政府委員の説明は（84回国会法務委員会）、これとおよそ、か
け離れているものであった。「私どもとしては一般監督権というふうなも
のはないわけでございます。したがって、できるだけ司法書士会あるいは
連合会が自主的にそういった会員の非行のないように業務改善なり、品位
保持指導に努めていただくように十分にお願いしたい」と考えていると言
う。この言葉だけを取り出して見れば、司法書士会の会員に対する綱紀保
持は、いかにも司法書士会に自律的・自主的な規制に任されているように
も聞こえる。
　ところが、現実は正反対である。前記（1）での、司法書士に法令違反
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があると「思料」した場合の報告義務に基づく報告を受けた長は、「必要
があると認めるときは、法12条の規定による処分に関し、司法書士の保存
する事件簿その他の関係書類若しくは執務状況を調査し、又は当該法務局
若しくは地方法務局の職員にこれを調査させることができる」（施行規則
31条1項）のである。そこで、この調査に基づき、法務局の長は、その司
法書士を懲戒することになる。この場合には、職権で調査が行われ、それ
に基づいて懲戒がなされて、その顛末だけを法務局の長から通知がなされ
るのである（規則12条）。これでは、司法書士会の自主的な懲戒権など、
そのかけらもないことになる。また、前記（II）の、法令違反の『おそ
れ』があることの報告を受けた長は、やはり、自分の、あるいはその職員
の調査に基づき懲戒することができる。ところが、前掲の法務委員会で
の、司法書士会には自主的懲戒権は、なぜ、認められないのかという質問
に答えた政府委員の答弁では、「この付帯決議のご趣旨は、できるだけそ
ういった自主性というものを育てるというふうな点にあると思うのであり
まして、今回の法律案におきまして、各司法書士会が非行をするおそれが
あるような司法書士に対して事前に注意、勧告をするというふうな、注意
勧告権を設けることによって、この面でのご趣旨に幾分でも沿うことにな
るというふうに考えておる」と言う事であった。そうすると、その「幾分
でも沿うことになる」趣旨は「できるだけ自主性というものを育てると」
いうことにあったはずである。ところが、ことはその逆で、その『おそ
れ』があるのために、司法書士会が本人に、その「おそれ」を解消するよ
うに、自主的に抑止したり、是正・回復すべきことを注意勧告をして反省
を迫り、その結果を報告すると、法務局の長は、なんと、それをきっかけ
として調査を開始し、懲戒に至るのである。これでは、一体、どこに、自
主的な規律を育てようとする機運が見られるのか。いまどき、きわめてト
リッキーなそらおそろしい仕掛けである。むしろ、この報告『義務』制度
は、間接的には、司法書士会ないし司法書士の業務を、国民の利益確保の
名においてする管理・統制の手段につながってゆくのである。
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　このようなことは、司法書士会がその綱紀委員会の調査させる場合にも
何の変わりもない。まず、（1〉の場合に、法務局の長は、自分で調査す
る代わりに、司法書士会にその調査を委嘱することができるが（規則31条
2項、3項）、司法書士会は、その調査を綱紀委員会に命じて、その調査
結果を法務局の長に報告する（規則30条）。そして、法務局の長は、その
報告に基づいて懲戒処分を行うのである。そうすると、綱紀委員会は、実
は、法務局の長の行う処分の判断材料収集機関にしかすぎないことにな
る。（II〉の場合にも、司法書士会が、綱紀委員会に調査をさせ、その結
果は、多少の会内手続きを経て会長から法務局の長に報告されることは
（1）の場合と同様であるが、ここでも、それを判断資料の一つとして、
法務局の長が懲戒するが、これでは、やはり、綱紀委員会は事実調査機関
にすぎないことになっている。このような次第では、司法書士会は自主的
懲戒権を微塵ももっていないだけではなく、綱紀委員会があっても、それ
は、所詮、法務局の長の懲戒のための手足にすぎない。
　このようなことは、はじめから目論まれていたフシがある。弁護士法31
条が規定する弁護士会の目的には、弁護士の指導、連絡及び「監督』に関
する事務を行うことを目的とすると定めているが、その規定と全く同じ文
言で、司法書士法14条は、司法書士会の会則について定めている。たった
一つ異なるのは、弁護士法に規定されている会員に対する『監督』という
用語が、司法書士法には抜け落ちているのである。これは、政府委員の言
明にもかかわらず、司法書士法では、監督権を法務局に留保し、司法書士
会には自治的な監督権がないことを明確にしようとしたのではないか。ま
た、弁護士法には、「各弁護士会には綱紀委員会を置く」（70条）と定め
て、その必要的設置を義務づけ、しかも、この綱紀委員会が、自主的懲戒
のためだけでなく、「会員の綱紀保持に関する事項をつかさどる」ことを
法律をもって明らかにしているのに対して、司法書士法には、その規定
は、意図的に欠落している。しかし、このようなことでは、懲戒制度を、
一方的に、国が独占的運営できることにより、むしろ、この懲戒という制
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裁の威嚇を背後に司法書士会ないし司法書士の業務を、直接的に管理・統
制する手段となっているのではないか。
　しかしながら、確かに、司法書士法の懲戒制度ないし懲戒手続規定を、
上述のように額面どおりに受けとると、このような科白となるが、改正に
際して政府委員が弁明しているところを素直に信用して、司法書士法を見
直すと、意外と、そこには、自主・自律の懲戒を許容している髄が見えて
くる。そこで、このような法体系のもとに、自治的な懲戒を推考しようと
すれば、完全な自主自律の懲戒権を確立している弁護士懲戒制度を範型と
して、その距離を推し量り、また、それを基準にして相違点を明確にし
て、どのような工夫が可能であるかを考案することが試みられるべきであ
ろう。しかしながら、両極に在るはずの二つの懲戒制度が、妙に入り組み
ながら、ある箇所は極端に反対形相をもち、ある箇所は類似性をもち、ま
た、ある箇所は司法書士会の方が先進性をもつことも認められる。
　そこで、司法書士の懲戒を論ずることを目的とする本稿では、反対の極
にあるはずの弁護士懲戒を参照・比較しながら、司法書士法の懲戒規定に
ついて、自主的な懲戒の樹立をめざして特異な解釈をほどこして見たい。
一　自主的懲戒権論議
　自主的懲戒権をもつということは、それが確立さえされていれば、本
来、懲戒されるべき者が、懲戒を免れさせることができるためではない。
懲戒事由があるために、国によって懲戒されるべき者が、自治を理由に、
国によって懲戒されなければ、司法書士会によって必ず懲戒されなければ
ならない。そこで、自主・自律の懲戒を考えるのは、司法書士会が、およ
そ、国民の権利保全のための職務行為を公共の利益のために行う、独立し
たプロフェッショナルな専門家集団として国家が承認して結成されている
団体である以上、その団体の構成員に対する綱紀の規律保持は、その団体
固有の問題であって、犯罪でもないかぎり、元来、国がその綱紀問題に介
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入・干渉すべきことではではないし、その綱紀保持の極に懲戒の問題があ
るから、やはり、それは、その団体自身の固有の規律によって処理される
ことに任せられるべきだからである。ところが、現行法の体制では、上述
のように、条文上は、司法書士会に、自主・自律の懲戒権は認められてい
ない。
　そこで、このように司法書士法の規制を形式的に見る限りは、司法書士
会には自主的な懲戒権のかけらも見られないことが盾にとられて、司法書
士には訴訟代理権を承認できない根拠とし、これに対して、弁護士会で
は、完全独立の懲戒権が確立されているから、訴訟代理権は承認されてい
るといるという意見がある
　しかしながら、現行法体制の下でも、司法書士法やその施行規則の規定
の解釈によって、また、綱紀委員会の調査活動を司法書士会の存立目的に
即した理解による運用の工夫次第で、自主的懲戒権を樹立していると同じ
ことになると解されるのである。しかも、懲戒権と代理権とは無関係であ
る。ところが、上述したところと同じように、司法書士会にも全く自主的
な懲戒権が与えられていないわけでもないという意見が発表されている。
これによると、司法書士会にも綱紀委員会があり、そこで事実調査をし、
会長が懲戒処分の内容を確定し、法務局長がそれを尊重して懲戒処分する
仕組みになっている。これは、実質的には自主的懲戒権ともいえるという
のである。このような結論には、私も賛成であり、また、このような見解
を表明したこともある。
　しかしながら、問題は、このような結論に至るまでの理由となる説明を
をどのようにするかである。
　まず、第一に、綱紀委員会と会長との関係、第二には、会長と司法書士
会との関係、第三に、会長と法務局の長との関係である。この三つの問題
を通じて、この意見では、会長という機関が懲戒処分内容を確定する最終
判断機関であることが中心である。綱紀委員会は、会長の判断のために判
断材料を提供する調査機関にすぎず、司法書士会は会長により代表されて
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懲戒を確定するから自主的懲戒権をもち、その結果、法務局の長もその確
定された処分内容を尊重することになる。
　しかしながら、このような意見は、法ないし施行規則の明文の規定と衝
突することになるが、その点をどのように調整するのか。まず、法務局の
長は懲戒処分の調査権限をもつが、また、法書士会にその調査を委嘱する
こともできる。委嘱を受けた司法書士会はその調査結果に意見を付して報
告しなければならないとされている（規則31条）。ただ、調査の委嘱を受
けて、意見を付して報告するだけにもかかわらず、どのようにして会長は
処分内容を確定することになるのだろうか。また、他方、ことに、被懲戒
請求人に与えられている聴聞の機会を経て懲戒すべきことを定めている規
定（法13条）は、条文の順序からいっても、まず、法務局の長に懲戒権を
与えるが（法12条）、懲戒するからには、その聴聞によって、初めて、懲
戒処分を法務局の長が行うことを定めていると解される。つまり、この聴
聞制度は、懲戒処分をするのは、綱紀委員会でもなく、会長でもなく、法
務局の長であることを明確にしているという見解を成り立たせる。それに
反論することは容易なことではない。それにもかかわらず、司法書士会に
は自主的懲戒権が樹立されているとの同じことになっていると言えるため
には、やはり、法務局の聴聞を含めた調査権限の行使と綱紀委員会の調査
活動のあり様に関して、特異な解釈と特別な工夫を施す必要があり、ま
た、その実現を目的にした司法書士会と法務局との間のルールづくりの協
議とその合意の成立、さらには、その合意内容の慣行の確立、それに会則
の多少の変更・追加が必要であることを論じなければならないのである。
このような考案なくしては、司法書士会に自主的懲戒権が認めれていると
は、到底、言えるものではない。本稿では、以上の問題を詳しく論ずるこ
とにしたい。
　しかしながら、綱紀の規律・保持が、その団体固有の問題として処理さ
れるためには、それだけの機構が設置されていることが不可欠であり、さ
らに、その機構を正当に運用できるだけの規律が備わっていることが必要
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である。しかしながら、もし、その機構が不備であったり、そのための運
用規律がなければ、その団体による懲戒が、公平、適切になされることは
期待できないだろう。そのようなことでは、懲戒される者にとっても、そ
の懲戒されるべき行為によって被害を受けた者にとっても、そして、その
団体自身の信用にとっても、ひいては、その職務の公正に信頼をよせる国
民全体にとっても、当を得たことではない。このような法令違反がある場
合には、その団体が綱紀維持のための自律的仕組みを完成するまで、国自
身が懲戒を行う以外に方策がない。国民の権利保全に影響を及ぼすような
法令違反行為を放置することは許されることではないからでる。そして、
現在までのところ、弁護士会や公認会計士協会と比べて、司法書士会で
は、神奈川県司法書士会などごく僅かな単位会を除けば、綱紀委員会規則
やその他の自主・自治的な規制を強行させるだけの戒律をもっていない。
これでは、そのような単位会に、少なくとも、目下のところでは、自主的
懲戒権の条件が整備されているとは言い難い。
二懲戒事由
　弁護士の懲戒にしろ、司法書士の懲戒にしろ、その処分は、当然のこと
ながら、刑事上の処分ではない。あくまで、所属弁護士会、司法書士会に
よる行政的処分である。ときには、ひとつの行為が、刑事責任を問われる
犯罪行為として、また、民事責任が課せられる加害行為となり、それぞれ
の責任が訴追されることがあっても、その行為が、同時に、弁護士・司法
書士に対する懲戒事由に当たる場合には、他の責任の追究とは無関係に、
懲戒責任を問われることになる。それは、会員の非違行為が所属団体の綱
紀を棄し、プロフェショナルな所属団体の存立・社会的信頼を危険にさら
し、構成員全体の人格的信用まで疑わさせることにつながるところから、
これに制裁を加えることによって、綱紀を粛正する一方、失墜した社会的
信頼を回復をさせるために行われる。
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　1弁護士の場合
　①弁護士法違反、②所属弁護士会会則若しくは日弁連会則違反、③所属
弁護士会の秩序又は信用を害すること、④その他職務の内外を問わずその
品位を失うべき非行である。この③と④の二つは特に区別されていない。
④は、ほとんど③になるから、懲戒事例の多くは、この両方が掲げられて
いる。そして、実際に懲戒されている最も多い事由も、この③と④であ
る。また、公表されている懲戒事件のほとんどは、財産事件であるが、そ
れも、事件発生後の賠償などにより決着が付けられる場合には、提携弁護
士事件などを除けば、懲戒請求は行われていないのが普通である。
　会則違反は、内部規律にとっては、きわめて重要であると思われるが、
ごく例外的な少数の会長請求の場合以外はほとんどない。懲戒請求者の圧
倒的多数が弁護士の依頼者であるために、公表・公刊されていない会則な
どは知る由もないから、その会則遵守義務違反を理由として懲戒請求する
ことはないのである。これに対して、司法書士の場合には、会則違反が懲
戒事件のうちの半数を占めている。これは、おそらく「総務部」受理によ
る振り分けによるのかもしれない。
　2　司法書士の場合
　司法書士法に、定められている懲戒事由は、司法書士法とそれに基づく
命令違反だけであり（12条）、弁護士法が挙げている会則違反と所属会の
秩序又はその信用を害すること、その他品位を失うべき非行は挙げられて
ない。
　（1）会則違反は法務局の長による懲戒の事由か
　次の二つの解釈が成り立つが、私見は、後者である。
　α）弁護士懲戒事由同一説（解釈その1）
　たしかに、司法書士法では、懲戒規定の12条に、会則遵守義務違反を入
れていないが、15条の6では、その遵守義務を定めているのであるから、
これに違反することは、ただちに、司法書士法に違反することになると考
えられ、従って、12条の懲戒規定に該当することになる。また、かって弁
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護士の懲戒処分が懲戒裁判所で行われていた当時にも、その懲戒事由とし
て弁護士法違背だけではなく、弁護士会の会則違背も挙げられていたこと
も参考になる。
　次に、会の信用を害したり、品位を失うべき非行についても、明文の規
定はないが、会則に記載する法定事項として、「品位保持に関する規定」
を定めることになっている（15条4号）。そのために、会則には、「司法書
士としての品位を保持しなければならない」と定めているが、たとえそれ
だけでも、会則に定められている以上、その違反は、会則遵守義務違反で
あり、それは、同時に、司法書士法違反になるから、懲戒事由に当たると
解される。このように定めるだけで、懲戒事由を規定したことになるの
か、疑問がないわけではないが、もともと、このような規律は、一々具体
的な内容を盛り込むことはできないのであるから（民法の公序良俗のよう
に）、このような一般条項的な規定形式もしかたがないとも言える。ただ、
実際に、司法書士の行為がそれに当たるかどうか、その都度、個別的に決
定せざるを得ないが、これほどの白地規定であると、かなり、はば広く、
懲戒事由該当となるおそれがあるから、判断に当たっては、その事実の確
定と評価には慎重さが要求されることになろう。他方、弁護士法でも、
「所属会の秩序又はその信用を害すること」に加えて、「その他品位を失う
べき非行」が挙げられているが、同様の趣旨であると解される。
　（・）法令違反・会則違反二分説（解釈その2）
　結論から言うと、会則違反は、「会則」違反であって、「法律又はそれに
基づく命令」違反ではない。当然のことながら、法令は、国家規範である
が、会則は自治規定である。たとえ、法の中で、その遵守を要求しても、
自治的な職務規律の法的性格には変わりはない。従って、その規定違反
は、直接に、国（の機関）による懲戒には馴染まない。つまり、法務局の
長は、この会則違反を理由に懲戒することは許されない。
　それでは、会則遵守義務を法で定めたことの意味は何か。それは、会則
には、組織や会の運営に関わる規定の他に、職務行為の基準となる行為の
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準則を定めている部分があり、それが、間接的にせよ、国民の権利保全に
関わる準則であるところから、それを国が司法書士に遵守させることによ
り、司法書士の活動による国民の利益を間接的に確保しようとしたもので
ある。つまり、遵守しないことで、国民がマイナスの方向で損失を受けた
り、不利益になることはないが（あれば、それが他の法令違反に当たる場合
には懲戒事由とされる）、遵守すれば、それだけプラスの方向で国民の利益
になるところから、自律的職務規範として定められているところを遵守さ
せようとすることにある。従って、そのことを重大な目的の一つとして結
成されている司法書士会としては、自らがその会則違反を懲戒することが
あっても、法令違反ではない以上、法務局の長による懲戒事由とすること
はできない。もし、立法者が会則違反を懲戒事由としたいと考えていれ
ば、弁護士法と同様に、懲戒事由を定めた12条の規定のなかに入れていた
はずである（後からの改正によって追加する際にも15条の6としないで、直接
に12条に挿入できたはずである）。それを、あえて、懲戒規定から外したの
は、会則が自治規定であるところから、国による懲戒事由とすることはで
きないと理解したうえで、懲戒規定から、意識的に排除したものである。
同じように、注意勧告規定の16条が、やはり、会則違反を意識的に排除し
ていることも注目すべきである。
　の　弁護士法が懲戒事由としている理由
　それでは、弁護士法が、「会則」違反を懲戒事由としているのは、なぜ
か。その理由はきわめて明白である。弁護士会という会自らが、懲戒する
からに他ならない。弁護士会にとって、会則の遵守は弁護士会の存立・信
頼にかかっている。それに違反することは、会の存立・信頼を危険に陥れ
るものである。そのようなことは国に関心・関係がなくても、およそ会に
とっては重大問題である。このような会則違反を、会が懲戒事由とすべき
ことは当然のことである。かって、弁護士懲戒が懲戒裁判所によりなされ
ていた旧弁護士法時代に懲戒事由として、会則違背が挙げられていたこと
は確かであるが、それは、元来、誤りであったのであり、その会則違背を
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国が弁護士会に代わって懲戒していたというよりも、むしろ、国が自治的
規範である会則の違背さえも理由として、コントロールできることに利用
していたという方が実情である。従って、当時、すでに、会則違背を、国
の懲戒裁判の要件にすることに抵抗すべきであったのである。そして、現
在、弁護士会とすれば、会則違反を懲戒事由とすることで、かえって、本
来の姿に戻ったと言えるのである。
　会則違反にっいて、現在、弁護士懲戒事由と司法書士懲戒事由の明文の
規定のしかたが異なるのは、このような次第であるから、これまで、司法
書士会が、会則違反を、法令違反と並べて、法務局の長による懲戒事由と
してきたことは誤りである。従って、司法書士会は、会員が会則違反を理
由として、法務局の長に懲戒事由のあることの報告をしてはならない。そ
のことは、報告義務を定めた16条からも明らかである。たとえ、誤って報
告されても、法務局の長は、それを理由に懲戒することは許されない。む
しろ、違法な懲戒処分である。
　←）所属会の信用を害する行為その他の品位を失わせる行為
　上述の趣旨を端的に示しているのは、弁護士法の懲戒事由のもう一つの
「所属弁護士会の秩序又は信用を害」する行為である。これは、国にとっ
ては、全く、関心・関係ないことは明白であるから、それを理由に、すく
なくとも国が懲戒することは有り得ない。しかし、会にとっては、重大な
事項であるから、その違反には懲戒をもって望むのは当然である。それと
全く同様に、司法書士が司法書士会の秩序または信用を害しても、会が懲
戒しなければならないが、法務局の長がそれを理由に懲戒することは許さ
れるべきではないことは、会則違反と同様である。
　ところが、弁護士法は、最後に、「その他職務の内外を問わずその品位
を失うべき非行」を挙げている。これは、以上の懲戒事由のどれにも当た
らない職務規律違反を指すものと思われる。法令上の違反はないとして
も、また国にとって直接の利害関係はなくても、職務上の倫理として要求
されている自治的な規範の違反であろう。弁護士としての地位を辱めるよ
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うな行為が同僚弁護士全体の社会的評価の低下につながる場合があるが、
そのような行為は、組織上の公的問題ではないとしても、会員の品位保持
のためにも監督を独占的に認めれている弁護士会としては、それが職業倫
理違反として看過できない程に重大であれば、それを放置しておくことが
できない。そこで懲戒事由とされているのであろう。このような場合に、
国家が関心がないのはもっともなことである。
　（ホ）司法書士の場合
　同じことが、司法書士についても妥当しよう。ただ、それが、司法書士
にとっては、具体的にどのような行為であるかが明確ではない。ところ
が、神奈川県司法書士会の『司法書士執務倫理規範』が、それを明らかに
しているのが参考になる。このうちには、上掲の会の秩序や信用を害する
行為も含まれているが、さらに、品位を失べきう行為が具体的に挙げられ
ている。このように職業倫理上要求される規律を明白にすることによって
初めて効果的にその類いの行為を事前に抑止することができるし、会の信
頼を高めることになるだろう。
　従って、繰り返して述べると、このような規律違反には、会として制裁
は加えられなければならないとしても、これを法務局の長に報告してま
で、懲戒させるべき事由ではない。むしろ、法務局の長はこれを理由とす
る懲戒の権限はないと言うべきである。それでは、会としては、どような
制裁を行うべきか。
　3　司法書士会の独自の懲戒
　現行の会則においては、法、施行規則の違反と並べて会則の違反、また
は、そのおそれがあるときには、会長は綱紀委員会に調査することを命じ
ているが、綱紀委員会の職務として、この三者を調査対象とすることは正
当である。ただ、その調査の結果として、法及び規則の違反だけを法務局
の長に報告すべきであって、会則違反の事実が判明しても、報告すべきで
はない。それは、会長自らが、懲戒すべきである。つまり、この部分で
は、司法書士会の完全な自律懲戒権が確立しているのである。
　14　早法76巻2号（2000）
　ところで、会則には、会則違反とは、逆に、弁護士法が定めている「品
位を失うべき非行」は挙げられていない。おそらく、品位保持の義務の規
定がそれに代わるものであると考えているのかもしれない。しかし、これ
も、国法上の義務違反ではないから、これを理由に法務局の長による懲戒
は有り得ないが、しかし、会の名誉と信頼を傷つけ、同僚の信用を失墜さ
せたことを理由に（その内容は前掲神奈川会の「倫理規範」が参考になる）会
長による懲戒はあり得るはずである。尤も、このような会長による懲戒の
ためには、会則の定めが必要である。
　いずれにしても、会則違反、品位保持義務違反は、自治規範の侵害とし
て、単位会が懲戒しなければならないが、その根拠規定および懲戒手続規
定は明確にしておく必要がある。これについては、公認会計士協会の会則
による会長の懲戒処分の実体規定と手続規定が参考になる。公認会計士で
は、懲戒は大蔵大臣による懲戒と会長による懲戒の二元構成となってい
る。前者を行政罰といい、後者を自治罰というそうである（日本公認会計
士協会の増永浩課長のコメントによる）。しかも、その会長が行う自治罰で
は、除名までできることが参酌されるべきである。
　4　公認会計士の懲戒制度
　（1）大蔵大臣による行政罰
　この懲戒事由は、司法書士法と同じに「この法律又はこの法律に基づ
く、命令に違反したとき」である。そして、この懲戒の手続は、懲戒請求
があったときおよび自ら懲戒事由があると思料するときに、職権をもって
調査が開始され、聴聞を経て、懲戒がなされるが、ここまでは、司法書士
会の場合と同様である。しかし、公認会計士では、さらに、「公認会計士
審査会」の意見を聴いて処分を行うことになっている。
　（2）会長による自治罰
　この懲戒事由は、会則・規則の違反である。しかも、懲戒の種類として
は、なんと、①戒告、②会則によって会員および準会員に与えられた権利
の停止、③除名、④大蔵大臣の行う登録の抹消又は監査法人の認可の取消
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し、その他の懲戒処分の請求となっている。
　懲戒処分は、綱紀委員会および理事会の議を経て行われるが、綱紀委員
会の職務を定める規定では、綱紀委員会は「綱紀を保持粛正し、正確かつ
衡平な処分を行うことを職務とする」（会則31条の2〉として、拠分』を
行うことまでを会則に明記していることが注目される。つまり、弁護士会
では、懲戒委員会が行う処分内容の決定を、ここでは、綱紀委員会が行っ
ている。これは、司法書士会の綱紀委員会のためにも重要な参考となる。
協会の会員に対する監督についても一般的監督と個別的監督に分けて、必
要な勧告、指示が行えるように具体的な内容を示して配慮している（32、
33条）。また、綱紀委員会規則では、調査方法（8、9条）から、事実認定
についてまで規定を設け（10条）、さらに、懲戒処分の告知に至るまでの
手続進行の定めは精妙を極めている。まず、①調査・審議と続き、処分内
容を議決する、②綱紀委員会は、その処分内容を会長に答申、③会長はそ
れを受理するかどうかを裁定するが、それに際しては、④その公平性、公
正性、客観性、透明性を確保するために、「規律事案答申審査会議」を設
置し、その意見を徴して、裁定する。その後、⑤理事会において会長がそ
の裁定および綱紀委員会の答申（処分内容〉の要旨を説明し、ここで、そ
れについて審議して、理事会がその結論を承認したときには、⑥答申の結
論（処分内容）を関係会員（被懲戒請求人）に言渡し、即日に発効するが、
不服申立てがあると中断する。⑦大蔵大臣の懲戒処分では、司法書士に対
するのと同じように、聴聞を経て懲戒することになっているので、この会
長の処分に対しても不服を申立てる機会を保障している。そのために、特
に「不服審査規則」が定められている。これによると、会則・規則により
設置される「不服審査会」が、不服の理由を審査し、その理由があると認
められるときに、つまり、処分を軽減又は取消しを必要であると判断した
ときは、その一部または全部を取消すことにして、綱紀委員会に対して再
度の調査・審議・議決を行わせる。
　大依このような経路を辿って、会長の懲戒処分がなされる。まこと
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に、みごとという他はない。この規則の内容を知らないうちには、司法書
士懲戒のために、さまざまに工夫があり得ると考えていたが、そのすべて
が、すでに、公認会計士懲戒に網羅されていたのには、驚くばかりであ
る。このような公認会計士協会の会長による懲戒手続は、会則違反のため
にはその大部分が司法書士会の会長の懲戒のためにそのまま参考となるだ
ろう。
三　手続の端緒と手続の開始
　A弁護士の懲戒
　1　端　　緒
弁護士法に規定されている懲戒手続の端緒は、①国民からの弁護士会に対
する懲戒請求であるか、あるいは、②弁護士会が弁護士に懲戒の事由があ
ると思料するときである。いずれの場合も、弁護士会は、必ず、綱紀委員
会に調査をさせなければならない（弁護士法58条）。つまり、弁護士につい
ても、「弁護士会」が何らかのかたちで、弁護士の懲戒事由を探知するこ
とがあることを明定している。しかし、それがどのような、経路を辿って
弁護士会に到達するのかについては、不明である。なぜなら、その経路は
すべて遮断されているはずだからである。常識的に考えられるのは、『何
人』からの懲戒請求があって、それが会長に伝達されることであろうが、
それは、58条1項の問題であって、2項の問題ではない。そして、その懲
戒事由があると「判断する」（思料する）機関は、会長ではなくて、総会
か常議員会かであると解されているが（明治26年の弁護士法31条が、まさ
に、総会か常議員会の決議を経由することを規定していた）、このために、総
会を開くことなど、およそ現実性はない。せめて、常議員会であらう。所
詮、内部規律の問題であるが、それにしても、その常議員会に提出される
判断資料は、誰によって、どのように提供されるのかは不明である。とも
かく、実際には、①と②の割合は、国民からの懲戒要求が9割以上であ
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る。この点は、司法書士の会則では、「司法書士会」ではなくて、「会長」
と明記しているのでわかりやすい。
　2　手続の開始
　国民からの懲戒請求による手続開始がその大多数を占めるとしても、問
題になるのは、次の二つである。その一つは、その綱紀委員会は弁護士会
からの請求なしにも、調査を開始することができるのか、という問題と、
もう一つは、綱紀委員会の他に会員弁護士の懲戒事由の調査を開始する機
関は有り得ないのか、換言すれば、綱紀委員会の調査以前には、弁護士の
非違行為を調査することは有り得ないのかという問題である。
　第一の問題については、かって、弁護士会の多くが会則ないし規則で、
このような場合には、弁護士会からの調査命令を待たずに、独自に調査を
開始して、その結果、「懲戒相当」との結論を出すことができる、あるい
は独自に調査して、その結果を弁護士会に報告することができると定めて
いた。また、綱紀委員会が、このように懲戒事実を探知したときには、会
員の綱紀保持を任務とする綱紀委員会としては、懲戒請求の義務さえある
という見解も有力であった。ところが、日弁連調査室は、弁護士法は綱紀
委員会を、弁護士会の請求をまって初めて機能する受動的機関として位置
づけていると解して（この見解は疑問である）、綱紀委員会は自ら調査を開
始できないという立場をとって、各弁護士会の会則を変更させたのであ
る。その結果、綱紀委貝会が、弁護士会からの請求なしに、調査活動を開
始することは禁止されることになっている。この結果、弁護士会や綱紀委
員会に、会員弁護士の非違行為がどのように明らかであっても、弁護士会
が綱紀委員会に調査を命ずることがない限り、綱紀委員会の調査、つま
り、懲戒手続は開始されることはなくなってしまった単位会が多い（これ
を、いま、便宜上、一弁方式と呼んでおく）。ところが、そのような態勢にも
かかわらず、会則に「綱紀委員会は、みずから、会員について懲戒の事由
があると認めるときは、これを調査することができる」と定め、その実行
のために、綱紀委員会規則において、「みずから調査することを相当と認
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めたときは、すみやかに調査期日を定め、懲戒請求者、被調査会員又は関
係人の呼出しその他必要と認める方法により迅速に調査を進めなければな
らない」と規定しているきわめて進んだ単位会もある（これを二弁方式と
呼んでおく）。この方式によって、弁護士による被害が、かなりの範囲で
防止されることになる。
　そして、第二の問題の対処は、二つに分かれる。その一つは、この二弁
方式単位会のように、綱紀委員会が会員に懲戒事由があると認めるとき
に、ただちに、みずから調査を開始できるとすると、他に調査機関は必要
ないことになり、懲戒されるべき者は懲戒されることになる。最も理想的
な方式である。尤も、綱紀委員会みずからだけではなく、外部からの懲戒
請求・調査命令で開始されることが通常であることに変わりはない。もう
一つは、前掲の一弁方式によると、綱紀委員会は、みずからの発意では調
査は開始できないが、これは、弁護士法は懲戒手続機関として綱紀委員会
と懲戒委員会の二つだけを規定し、また、『何人も』弁護士会に懲戒を請
求できるのであるから、これで十分であるとする見解に基づき、綱紀委員
会の他に、調査機関は設けないという立場である。
　3　手続開始の端緒の変革
　このような一弁方式によると、綱紀委員会がその受動的地位のために独
自には調査を開始できないし、その他には調査機関は設置できないとなる
と、綱紀委員会にとって、どのように、懲戒事由が明らかであっても、調
査活動の開始は有り得ないことになる。このような体制が、根本的に覆さ
れる実際の事件が爆発的に発生してきたのである。それは、巨大な弁護士
不祥事件の続発である。一時は、このような事件は際限なく続くのかとの
恐怖感も生じた程である。ところが、その間に、弁護士会も、綱紀委員会
も、なすすべもなく、傍観するだけで、どのような対応も講ずることがで
きなかった（ところが、二弁方式のように綱紀委員会が独自に調査活動を開始
できるところでは、全く、事情は異なっていた）。その結果、当然のことなが
ら、弁護士懲戒手続よりも刑事手続ないし刑事処分が先行して、懲戒処分
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は後手に回っていたのである。そこで、国民からの強い非難が高まるや、
弁護士会は、この立場には限界があることを認め、抜本的対策を講ずるこ
とを国民に約束したのである。そして、この約束は、提携弁護士問題が頻
発してきたときに、実現されている。つまり、綱紀委員会調査以前に非違
行為の職権による調査ができることや、さらには、予防的な不利益処分を
実際に行うことができるように特則を設けて、それを実行に移したのであ
る。そして、一弁方式のように、綱紀委員会が弁護士会からの請求があっ
て初めて調査を開始できるというルールは、そのまま残された代わりに、
前記の特別の機関の調査や事前処分の結果を会長に伝達することにより、
会長は綱紀委員会の調査の開始を命ずることになっている。
B　司法書士の懲戒
　1端　緒
弁護士の場合と比べて、少々、複雑である。しかし、手続開始の端緒
は、結局、法令違反事実を（1）司法書士会が知るか、それとも、（II）
法務局が知るかのいずれかである。（1）の場合には、（1〉依頼者からの懲
戒請求、（2）司法書士会が懲戒事実を知る場合とがあり、これには、（イ）会長
が何らかの契機で懲戒事実があると「思料する」場合と、（・）綱紀委員会の
委員の過半数が調査することを相当と認めて、会長に報告する場合とがあ
る。（II）の場合には、（1）依頼者が、直接に、懲戒請求をする場合、（2）司
法書士会からの報告による場合がある。これには、α）法16条報告、＠規則
30条報告とがある。
　2手続の開始
　（1）　司法書士会が法令違反を知る場合
（1）依頼者からの懲戒請求
司法書士会によっては、まずは、懲戒請求は司法書士会の「総務部」が
受理し、そこで、関係者の事情聴取なども行い、その半数近くが処理さ
れ、その残りが綱紀委員会に回されるという。「総務部」という機関の職
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務は、会則によれば、「会員の品位の保持のための指導及び連絡に関する
事項」とあるが、綱紀委員会の職務は、「会員の綱紀保持に関する事項を
つかさどる」ことにある。本来、懲戒問題は綱紀問題の極にあるが、その
綱紀問題は品位保持の極にあるので、綱紀委員会の調査の前に「総務部」
による笛にかけられるという構造となるのであろう。しかも、綱紀委員会
にまわすまでもなく、「会長指導」という、会則にも定められている措置
によって、当該行為の是正や当該会員の反省を迫ることもある。綱紀委員
会にかければ、軽くても「戒告」という懲戒となることがありるから、そ
れよりも、軽微な処分を行うことで、会則違反などについては、巧みな調
整の工夫であると思う。しかし、司法書士会自体が、偶然に、その違反あ
るいはその「おそれ」を探知した場合には、この「会長指導」に期待され
る効果はあるだろうが、依頼者などからの懲戒請求による場合には、その
請求者との関係では、いかにも、内々で処理されている印象は拭えないだ
ろうし、ことに、その法令違反行為によって多少なりとも、財産的被害を
受けている場合には、その損失補嶺がなされない限り、たとえ、会長指導
の措置がなされた旨の通知があっても、納得できないかもしれない。それ
よりも、綱紀委員会に回して、ここで、調査・判断を行った経緯を通知さ
れた方が納得できるのではないか。この点を弁護士会と比較して見る。
　弁護士懲戒請求の方法は、懲戒「の事由の説明を添えて」しなければな
らないが（58条1項）、その「説明」によって、綱紀委員会および懲戒委
員会の調査・審査の範囲が決定されると考えられているために（しかし、
弁護士会によっては、その変更・追加が認められている）、弁護士会によって
その記載の指導を行っているが、その方式はさまざまである。『窓口』に
おいて、弁護士会、会長、あるいはそれから指名を受けた者が、まず、請
求人の記載した「事由」の釈明を求め、それでも、補正出来なければ、そ
の記載のしかたを指導することがある。その際に、懲戒事由に当たらない
単なる中傷、誹諺は懲戒請求とはならないことが説得されることになる
が、ただ、ここで重要なことは、この『窓口』が、懲戒請求を必ず綱紀委
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員会に回すことを前提にしていることであり、従って、『窓口』の教示が、
決して、懲戒請求の抑止に働かないように注意していることである。だか
ら、中傷・誹諺の類いでも、いささかなりとも、懲戒事由に触れている懲
戒請求と認められるならば、必ず、綱紀委員会に回して、そこで、内容と
ともに、事件の特定、その範囲の問題も判断することにしている。必要が
あれば、綱紀委員会の委員長に釈明させる単位会もある。
　司法書士会の方では、その「総務部」が受理しても、その懲戒請求が懲
戒事由に当たらない「苦情」程度であることが明確であれば、「総務部」
の処理はやむを得ないかもしれない。しかし、司法書士に対する注意勧告
は、「法律又はこの法律に基づく命令に違反するおそれがあると認めると
き」にも、なされるから、多少なりとも、事実調査とその判断が必要と感
じられるならば、それは、本来、品位保持のための指導を行う「総務部」
ではなくて、綱紀委員会において判断されるべきではないか。司法書士会
が自主的懲戒権の確立を望むならば、懲戒問題は、国民の眼には透明であ
つた方がよい。そのためには、会則に、綱紀保持の権限と責任が明記され
ている綱紀委員会が、法令違反の「おそれ」なども自ら調査し、判断すべ
きである。
　（2）司法書士会が懲戒事由事実を知る場合
　α）会長が何らかの契機で懲戒事実があると「思料する」場合。
　弁護士法では、『弁護士会』が……思料するときと定めているから、そ
の弁護士会の、どの機関であるかはっきりしないために、総会とか常議員
会などという意見があるのに対して、司法書士会の場合には、『会長』と
明示しているので、この点はむしろ司法書士会の方が明確である。その会
長が、マスコミ報道や、苦情処理委員会からの情報などで、会員の法令違
反行為を認知した場合が想定されているのだろう。この場合に、会則は、
「会長は、会員が法若しくは施行規則又はこの会則に違反すると思料する
とき、又は違反するおそれがあると認めるときは、綱紀委員会にその調査
をさせなければなならない」と定めているから、ただちに、綱紀委員会の
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調査を命ずることになる。
　（・）綱紀委員会の委員の過半数が調査することを相当と認めて、会長に
報告する場合
　この場合は、綱紀委員会から、会長へ、会長から、さらに綱紀委員会へ
という経路を辿ることになるのだろうが、会長とすれば、前掲の法令違反
の事実を「思料するとき」には、綱紀委員会に付さなければならないので
あるから、ここには、裁量の余地はない。この報告制度が、実際には、ど
れほどに機能しているか、その実態は知らないし、また、この　「過半
数」がどのような契機で「調査することを相当と認め」ることになるの
か、大変に興味がある。
　この制度を弁護士会と比べてみると、弁護士会からの命令がない限り、
調査の開始ができないという一弁方式とそれがなくとも独自に開始できる
という二弁方式の中間に位置している。これも、一つの工夫であろうと評
価できる。
　（II）法務局が法令違反を認知する場合
　（1）懲戒請求が法務局に対してなされる場合
　（イ）法務局の長は、調査を司法書士会に委嘱することができる（31条2
項）。委嘱を受けた司法書士会は、必ず、綱紀委員会に調査を命ずること
になる。この場合は、直接に司法書士会に懲戒請求がなされる（1）の（1）
の場合と同様になる。
　（・）法務局が自分で調査する場合
　法務局が、当該司法書士の保存する関係書類を調査したり、執務状況を
調査するが、場合によって職員にさせることができる（31条1項）。
　の　司法書士会への委嘱が本則
　以上のように、法務局の長は、調査の方法として、α）（・）の両方同時に、
あるいはどちらかの選択ができるが、そうすると、自分あるいは職員にさ
せるのが本則か、それとも、司法書士会に委嘱する方が本則なのかという
ことが問題になる。条文の1項、2項の順序からすると、法務局の長の調
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査の方が本則であるようにも解される。しかし、もし、法務局が自分の調
査だけに基づいて、つまり、司法書士会あるいはその綱紀委員会の頭越
し、懲戒処分ができるとすれば、司法書士会には、確かに、自主的な懲戒
権は全くないことになる。しかし、そういうことはあり得ることではな
い。そのようなことでは、自分の法務局の職員が非行を行った場合の懲戒
処分と同じことである。もともと、司法書士会は、官公庁の一つではない
し、いわんや、法務局の一部局でもない。国民の権利保全のための国法の
運営の一翼を担う業務を行う司法書士の独立した自主・自治的な団体とし
て、法律上も「会員の指導」を行う自律的な機能が認めれているのであり
（司法書士法14条2項）、だからこそ、前掲のように、第84回国会法務委員
会での政府委員の答弁では、法務局に『一般監督権はない』と明言し、
「したがって、できるだけ司法書士会あるいは連合会が自主的にそういっ
た会員に非行のないように業務改善なりあるいは品位保持指導に努めてい
ただくように十分お願いしたい」と発言しているのである。そうであるな
らば、司法書士会の預かり知らないところで、会員の懲戒事由の調査が行
われ、それに基づき、懲戒処分がなされるということは、観念的に想定さ
れても、現実になされるべきことではない。　法務局の長が、調査を進め
るについても、おそらく、その調査方法については、「内規」が定められ
ていることが推察される。そうでなければ、場当たり的な措置が行われる
だけだからである。しかし、それが、司法書士会に公表されているわけで
もないのだろう。そうすると、そのような「内規」によって、懲戒事由を
調査される被懲戒司法書士にとっては、実際には、どのような経緯で取り
調べを受けることになるのか、わからぬまま、懲戒処分を受けることにな
る。おそらく、懲戒処分がなされるに当たり、聴聞があって、弁明の機会
が保障されている、という言い分はあるのだろうが、それに至るまでの調
査については知らされてないままの状況には変わりはない。これでは、前
近代的な「知らしむべからず、よらしむべし」と同じことになってしま
う。ところが、綱紀委員会による調査についても、実は、その規則のない
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司法書士会が多いのであるが、明文の規則のない単位会でも、すくなくと
も司法書士に対しては公知の不文の慣行が確立しているはずである。そう
すると、それによって、調査される方が被懲戒人の手続的な地位も保障さ
れることになる。綱紀委員会の調査が本則的な調査と解する一つの理由で
ある。
　←）法務局の補充的調査
　しかし、施行規則31条1項は、法務局の調査権を定めている。これをど
のように解すべきか。それは、このような法務局の調査は、綱紀委員会の
調査が、意図的に進行を遅滞させたり、調査活動が適正に行われていない
ような合理的な理由があると認められる場合に、法務局が自ら乗り出すこ
とができることを保障したものと解釈すべきである。そのような明白な事
態になっても、法務局が傍観するにとどまらなければならないということ
では、「国民に対して責任を取れないからである」（法務委員会における政
府委員の発言）。そして、このように、補充的に調査を行う場合でも、さら
に、その「補充」の「補充」のために、司法書士会に調査を委嘱すること
ができなければならない。
　また、一方で司法書士会に委嘱し、他方で自ら調査を開始することもで
きるはずであるが、その場合でも、やはり、本則である司法書士会への委
嘱から始めるべきであり、その進行状況を見て、補充的な調査が開始され
ることになるだろう。
　以上、要するに、司法書士会が調査することが、本則であったとして
も、法務局が、補充的にせよ、自ら調査ができる余地を残し、さらに、そ
の場合でも、司法書士に調査を委嘱できることを規定したものと、本条の
趣旨は解されるべきである。そのように解すると、本条の1項と2項の順
序は、逆に入れ替える方が適当である。
　（2）司法書士会からの報告による場合
　司法書士会の会長は司法書士に法令違反があると「思料するとき」に
は、法務局の長に報告しなければならないが、この報告がある場合にも、
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法務局に直接に懲戒請求がなされた場合と同様に、法務局の長は、ただち
に、自らも職権をもって調査を開始できる仕組みとなっているし、また、
実際にも、それが行われている。
　ところが、会則には、前掲のように、「会長は、……と認めるときは、
綱紀委員会にその調査をさせなければなならない」と定められているので
あるから、法令違反の事実を把握したときには、一方で、法務局の長に報
告しながら、他方で、会長が命令することにより、すでに綱紀委員会は調
査を開始させているはずである。そうすると、それは、上記の、懲戒請求
が法務局の長になされたために、その長が、司法書士会に調査を委嘱した
のと同様な結果になっているのである。従って、司法書士会から法務局に
報告があった場合でも、法務局に直接、懲戒請求があった場合と同様に、
法務局の長は、自らの補充的な調査が必要となるかの事情がはっきりする
まで待機するようにすべきではないか。しかしながら、司法書士会からの
報告があれば、自らの調査を開始できるのは、法務局の長の固有の権限で
もあるから（その行使を補充的にすべきであるといっているのだが）、司法書
士会の本則的調査はそのままにして、職権による補充的調査の両方の同時
進行もあり得ることである。従って、この場合には、二つの調査結果が出
てくるのであり、その二つが異なることもあり得る。その場合に、自分の
調査結果を示して、再調査を委嘱すべきであり、それでも異なる場合に
は、補充的調査の結果と後述の聴聞結果をも斜酌して、前者の多少の変更
はあり得ることである。
四　綱紀委員会の調査
　この設置が、法によるか、会則によるかはともかくとしても、綱紀委員
会の構成は、弁護士会のそれと司法書士会のそれとは同じである。また、
選出の方法が、弁護士会ごとに異なることは、司法書士会の場合も同様で
ある。ただ、調査方法にっいては、弁護士会の場合には、「規定」が設け
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られているが、さらに、最近では、それを補完するように、特則を定め
て、万全をはかっているのに対して、司法書士会では、神奈川県司法書士
会など、ごく少数の司法書士会を除けば、ほとんどの司法書士会で、その
基本的な規定すら「欠如」しているのである。
　A弁護士の懲戒
　1調査対象
　会長から提示された懲戒事由である。しかし、綱紀委員会の調査の進行
中に、それ以外の懲戒事由に該当する、いわゆる「請求外事実」が明らか
になったときには、どのようにするか。ここでも、前述の一弁方式と二弁
方式とがある。前者では、その事実を、まず、会長に報告し、会長の命令
をまって、調査を開始する方式であり、後者は、綱紀委員会自身が判断し
て、被懲戒請求人に防御を保障するために、通知した上で、変更、追加で
きるものである。これは、後者の方がすぐれている。はじめに提示された
懲戒事由と関連する事由であれば、両方式ともに、ただちに、調査の対象
として、それを取り込むことになるが、問題は関連のない場合である。関
連がなくとも、すくなくとも、同種の事件が、繰り返されている場合や他
の被害者への同種の加害行為であれば、被懲戒請求人は同一弁護士である
以上、①もしも、はじめからその二つが同時に懲戒請求されていれば、同
時に併合調査されるが、②別々に懲戒請求されていても、併合した調査す
べきことになる。③従って、弁護士会から調査命令のあった事件の調査の
進行中に、同一弁護士による、そのような同種の事件が発見されれば、そ
の旨を本人に通知して、防御の機会を保障し、それを併合・調査すべきで
ある。
　2　調査目的
　調査の目的は、もちろん、懲戒事由の有無の調査にあるが、弁護士会で
は、綱紀委員会と懲戒委員会との二つの委員会が、段階的に構成されてい
るために、まず、綱紀委員会で、懲戒請求事案が、はたして、懲戒委員会
の審議・議決を要するものなのかどうかを判定し、「懲戒相当」との結論
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が出された場合にのみ、懲戒委員会の審議の対象とされる。だから、綱紀
委員会の調査の目的は「あらごなし」にあると言われる。しかし、たと
え、「あらごなし」調査であろうとも、その目的は「懲戒相当」であるか
否かの『決断』を行うために行われるのであって、決して、懲戒委員会の
審議の判断材料を提供するためにだけ調査を行うのではない。
　3　調査方法
　そのような調査方法のために、弁護士法71条は、55条を準用する。それ
によれば、綱紀委員会は「当事者、関係人及び官公署その他に対して陳
述、説明又は資料の提出を求めることができる」。それだけではなく、各
弁護士会の綱紀委員会規則は、「委員会は、調査に関して必要がある時は、
懲戒請求人、被請求人、関係人および官公署その他に対して陳述、説明若
しくは資料の提出を求め、検証をし、又は鑑定の委嘱をすることができ
る」と規定する。そこで、綱紀委員会は、この規定に基づき運用されてい
る。まず、担当する主査を選出して、実際の調査に当たる。主査委員は、
資料を集めたうえ、これを総合・整理して、調査報告書を作成し、綱紀委
員会に提出する。委員会は、この報告書に基づく主査委員の説明を基本と
して審議する。しかし、上掲の弁護士法55条や綱紀委員会規則にあるとお
り、直接に、懲戒請求人から事情を聴き、被請求人からもその弁明を聴
く。必要がある場合には、関係人からも状況を聴取して、さらに、収集さ
れた証拠書類も、必ず、その「写し」が委員会に提出されて、直接に、心
証が形成される。つまり、「懲戒相当」という結論に至るために、調査対
象である懲戒事由該当事実の認定のしかたは、裁判官のそれに匹敵するの
である。それだけに、調査報告書は、通常、判決と同じように、主文に当
たる結論、認定事実、それに理由などの体裁をとっている。もし、懲戒委
員会の段階がなけば、この綱紀委員会の結論で、十分に懲戒処分ができる
ほどである。
　懲戒委員会の審議も、この調査結果を基礎として進行してゆくのが通常
であるが、ときには、懲戒委員会の独自の調査に基づき、綱紀委員会の結
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論と異なる審決を行うこともある。その原因は、綱紀委員会の扱う事件数
が、懲戒委員会の数倍でもあることにもあるが、ときには、綱紀委員会と
懲戒委員会で、懲戒事由の解釈・適用の見解が相違することによることも
あり得るし、また、事案によっては、被懲戒請求人弁護士が、本人自身の
判断に基づき、自分の行為が非行に当たることを認めたところから（提携
弁護士問題以前では、そのような陳述がなされることが多かった）、綱紀委員
会では懲戒事由が明らかであると判定し、「懲戒相当」との結論を出した
ところ、懲戒委員会では、実際には、そうではなかったという場合もあ
る。
　4　調査の限界
　限界と言っても、どこまで許されるのか限界ではない。調査のかべのこ
とである。上述のように、弁護士法も綱紀委員会規則も、綱紀委員会の調
査活動が十全であるように規定しているから、それによって、必要な判断
資料は十分に収集できるはずであるが、そこには、やはり、突き当たる
壁、つまり限界があることが痛感されたのは、今度の提携弁護士問題であ
った。借金で塗炭の苦しむ日夜を送る多重債務者を救済すると言う甘言で
だますことで膨れ上がった「整理屋」が、弁護士と提携して、その返済金
の着服を狙った事件があった。そのうような悪質な弁護士を懲戒するため
に、弁護士会は精力の限りを尽くして絶滅をはかったが、それでも本人を
むりやり出頭させる仕組みはないし、任意調査に限るから、強制的な資料
収集のてだてもない。つまり、事実や証拠の収集にも、本人の同意が必要
であるし、第三者に対しても文書の提出を、強制できないことも壁であっ
た。その限度の中で、弁護士会は、さまざまに工夫を凝らしていたが、特
別な規則などを設けて、被害者の救済に当たる一方、提携弁護士を懲戒し
てきたのである。その実績は、マスコミ報道で広く知られているところで
ある。この一連の、新たに工夫された対策活動は、これまでの弁護士懲戒
手続を根本から変革するものであった。これをさらに、弁護士法を改正す
るなどして、「定着させながら、調査の限界を越えてゆくものと思われる。
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　B　司法書士の懲戒
　1　調査の対象
　司法書士会における綱紀委員会の調査の開始は、前述のように、ルート
としては、①法務局の長が司法書士会に調査を委嘱したために、会長が調
査を命ずる場合と、②会長が、直接に法令違反またはそのおそれを探知し
たために、綱紀委員会に調査を命ずる場合である（尤も、調査としては、
前述のように、綱紀委員会の本則的調査の他に、法務局の長による補充的調査
がある）。
　従って、調査の対象は、会長より（あるいは総務部を通して）調査命令の
あった懲戒事由である点は、弁護士会と同様であるが、ただ、司法書士会
の綱紀委員会の調査は、「注意勧告」のためにもなされるから、懲戒事由
該当事実だけではなく、その「おそれ」があると認めれたときにも開始さ
れるので、弁護士会のそれよりも広い。また、調査命令のあった法令違反
や、その「おそれがある」事実以外の事実を、綱紀委員会が調査の進行中
に探知したときの措置が問題になるが、神奈川県司法書士会の綱紀委員会
規則によれば、新たな事件として会長の命令ををまって調査すべしという
一弁方式が採られている。
　2　調査の方法
　基本的には、司法書士会の場合でも、弁護士会の綱紀委員会の調査方法
と同様である。しかし、弁護士法および綱紀委員会規則により、前掲のよ
うに、当事者、関係人及び官公署その他に対して陳述、説明又は資料の提
出を求めることができるし、さらに、検証をし、又は鑑定の委嘱をするこ
とができることになっているが、司法書士法には、この調査方法に関する
規定もないし、また、多くの司法書士会では、綱紀委員会規則もない。そ
こで、どのように、調査を進めるのかについて問題がないわけではない。
しかし、神奈川県司法書士会のように、弁護士会におけると同じ綱紀委員
会規則を備えている単位会もある。しかも、神奈川会の規則の内容の完成
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度の高さは注目に値する。そして、その、いくつもある規則の中でも、
「注意勧告に関する規則」を具体的に適用するための基準として「注意勧
告の運用に関する見解」も公けにされているが、そのなかで、綱紀委員会
の調査についての項目は、すべての司法書士会にとっても貴重な参考にな
るだろう。
　綱紀委員会規則をもたない単位会の綱紀委員会でも、その規則なしに、
「受忍義務」を基礎として、不文の慣行により適切な調査が行われている
と思われる。たしかに、その慣行に従うだけでも、十分に、最終判断にま
で到達できるように、資料は収集されるであろうが、規則なしの調査が、
常に、一定した統一法則・同一方法に従って繰り返されるのか、外部から
は、少々不安はある。どの事案も、個別ごとには、しっかりした調査が行
われていることには疑いをもたないが、運用規則がないために、事件ごと
に、調査方法が異なったり、長い間には、被調査人との緊張関係の下で、
その被懲調査人ごとに、調査のしかたに、ばらつきが生じてくるのではな
いかとの懸念がある。また、不文律は、綱紀委員の記憶のなかにとどめら
ているのであるから、その委員が交替した場合に、慣行のすべてが完全な
かたちで引き継がれる保障はないのではないか。従って、その手続の安定
した運用の適正、公平の確保のためには、必ず、綱紀委員会規則は制定さ
れるべきである。その際には、これまでの経験を活かして、効果的な調査
活動ができるようにかなり踏み込んだ対策の工夫が盛り込まれるべきであ
り、そのためには、神奈川県司法書士会の諸規則や「見解」などが範型に
なるし、今次の弁護士会の提携弁護士問題の取り組みも参考になる。
　3　調査の目的
　司法書士会では、綱紀委員会の目的は、『処分内容を決定』する最終判
断を行うことのためにある。つまり、弁護士会の綱紀委員会における「懲
戒相当」の判断とそれに基づいて行う懲戒委員会における懲戒処分内容の
決定の両方の役割を果たすべきである。『処分内容の決定』については、
次の項で述べるが、綱紀委員会の調査は、前述のように、本則的調査であ
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るからこそ、そこで、調査を進めながら、処分内容を形成すべきである
が、それが司法書士会の綱紀委員会の調査の目的であると解する。
　っまり、司法書士会の綱紀委員会は、懲戒事由の有無の判断を目的とし
て、事実や証拠を直接的に収集しながら、事実の真否を自由心証をもって
評価し、被懲戒請求人を懲戒すべきかどうかを判断する。もし、懲戒する
とすれば、その内容はどのようになるのかを決定する。とは言っても、特
別のことではない。これまでも、綱紀委員会は、法令違反又はその「おそ
れ」の有無を判断するために、懲戒請求人の言い分、被懲戒請求人の弁明
や関係人などの陳述を聴取し、その他の証拠種類の「写し」などを、直
接、閲読しながら、綱紀委員会の全員が審議を通じて、確信を得られる結
論に到達するまで、審議を続行してきたはずである。その結論とは、収集
した事実と証拠からの懲戒事由該当事実の判断のことであり、それはとり
も直さず、処分内容の決定に他ならない。換言すれば、訴訟法でいう「裁
判をなすに熟する」まで、調査・審議を続行し、それでも、その確定的な
判断に到達できなければ、「疑わしきは罰せず」の原則に従って、懲戒請
求を認めるべきではないと決断することになる。要するに、司法書士会で
は、弁護士会の懲戒委員会を設ける必要がない程に、綱紀委員会が綿密に
調査・審議を行い、最終判断に至っていたと考えられる。しかしながら、
このように考えるに当たっては、法13条の聴聞、施行規則31条の職権調査
との関係が問題になる。次の六『処分内容の決定』の項で考えてみたい。
五注意勧告の制度
　昭和53年の改正で設けられた、この制度は、それまでは会則に定められ
ていた「会長指導」を、法（16条の2）レベルで会内自治の一環とし司法
書士会の処分として認められたものであるが、その法的性格は、「懲戒処
分権という形ではなしに、その一歩手前の段階における、いろいろ会員の
指導を強化する、そういった自主的な、一つの自粛を申しますか」、その
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類いの処分であると政府委員は説明している。
　A弁護士の懲戒
　弁護士法には、このような制度はない。無い理由は、おそらく、この制
度の特徴である「この法律又はこの法律に基づく命令に違反する『おそ
れ』があるとき」に、単位会から注意・勧告できるというところにある。
①この『おそれ』とは、きわめて不明確な要件であり、注意勧告できるた
めに、その認定は、どの程度に確からしさがあれば足りるのか、また、②
その認定に基づきなされた注意勧告は、どのような効果をもつのか、弁護
士法の綱紀・懲戒法の体系には無いからである。不確かで曖昧な「法令違
反のおそれ」が認められるというだけで、綱紀委員会の調査を受けるとい
うことでは、たとえ、懲戒処分ではないにせよ、社会的信頼の上にのみ成
り立っている弁護士活動にとっては、やはり、堪えられることではない。
そこで、弁護士会は、これまで通りに、法律違反や非行が行われた後にの
み、被害者からの懲戒請求を待つたのである。しかしながら、このような
事前抑止の制度を取り入れてなかったばかりに、重大な問題が持ち上がっ
た。繰り返して紹介している巨大事件の連続発生である。しかも、同一弁
護士による同一の種類の事件繰り返しでは、その発生は未然に防げたはず
であった。ところが、それまでの体制によっては、弁護士非行による巨額
な被害に対しても、事前にはなすすべもなく、事後的に、その結果に対し
て懲戒をもって臨むしかなかったのである。ところが、このような状況
は、国民的見地からも、放置することができず、その対策として、弁護士
会は、「懲戒に値する兆候が見えた時点で指導監督態勢をとる」と約束し
たのである。その後、弁護士会によっては、「懲戒に値する兆候……」を
見るために、弁護士110番などを設置して、その対策を具体化している。
しかし、この「懲戒に値する兆候が見えた時点」というのは、まさに、こ
の法令違反の「おそれがあると認めるとき」という要件と一致する。その
意味では、この「おそれ」が認められるときにとられる注意・勧告の措置
は、弁護士法の綱紀・懲戒の体系のなかにも同化されたものということが
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できるだろう。つまり、法令違反などに対して事後的に後追いのかたちで
責任をとらせることも、重要であるが、事前に、その「おそれ」が明白な
らば、それを防止できる方が、本人にとっても重大な懲戒に至らないこと
になるし、また、被害を受けることになる者にとっては、被害を受けずに
済むことになる。さらには、同一弁護士の同一非行の繰り返しを事前に阻
止できるはずである。まして、非行を指摘して「注意を促し」、解怠して
いる行為を履行すべきことや、預り金の返還、加えた損害の補償など「必
要な措置を講ずべきことを勧告する」ことにより、弁護士による重大な加
害行為の結果の発生を防止することができる。こうして、弁護士法には、
実際に、規定されていない綱紀保持のための事前抑止手段として、司法書
士法における注意勧告制度と同じ対策が、現在では、弁護士法の綱紀保持
の体系に取り入れられたことになっている。そして、ここでも、その判断
は綱紀委貝会においてなされることになる。そして、調査の結果、その
「兆候」、つまり「おそれ」がないことが判明すれば、その旨をはっきりと
宣告することができる。
　B　司法書士の懲戒
　司法書士が、非行を行うとしているとき、あるいは、その行為の一部に
着手している場合に、非行を非行として指摘して、その停止、是正、回復
の勧告すること自体は、歓迎されるべきである。ところが、その「法令違
反のおそれ」がどのような基準から認定されるのか、また、その認定の過
程はどのようになるのかについて、法は「会則の定めるところにより」と
いうだけであり、会則は「綱紀委員会の調査を経て、理事会から選任され
た者の決議によって行う」というだけである。これだけでは、実際には、
どのような手続と基準により行われるのか不明である。ところが、ここ
に、神奈川県司法書士会の「注意勧告に関する規則」があり、それが、か
なり詳細で具体的な基準と手続きを定めている。しかも、さらに、この規
則の適用に当たり、参考とすべく「注意勧告の運用に関する見解」も公表
されている。その主だった例を挙げて見ると、第7には、注意勧告の実際
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が、どのような場合になされるかを、実際の5っに類型別にされ、第8に
は、それがどのような基準でなされるか、第9には、手続開始の端緒を具
体的に示し、そして第11では、4つの項目に分けて手続の進め方について
仔細に記述しているが、ことに3項目めには、会長から委嘱のあった事件
とは異なる事件に関する情報を入手したときの措置についてまでに及び、
さらに、4項目めには、委嘱された事件の調査中に、注意勧告の範疇を超
えて懲戒処分に該当すると思料したときには、他に「何等の手続を要せず
懲戒処分の要件に当たる事情についても調査することができる」と断定し
ていることなどが参考になる。さらに、決定的であるのは、規則の17条と
18条の規定である。まず、前者では、注意勧告をしたにもかかわらず、そ
の措置に従ったかどうかを追跡調査することができることにし、また、後
者では、その注意勧告に服さなかった場合で、なお、かつ、それにより、
法令・会則違反が生じたときに、法16条の報告をすることにしているので
ある。つまり、法令違反の『おそれ』があるときに、それだけで、法務局
の長に報告する義務を負わしている法16条の2により報告するのではなく
て、実際に注意勧告に従わずに、法令違反の事実が生じたことを追跡調査
によって確認した後、はじめて、報告することにするのである。
　これ以上に注意勧告制度の運用のために、留意する事項は考えられない
程に、必要にして十二分な要領が尽くされていると言える。それは日本全
国の司法書士会にそのまま通用させることができる内容である。注意勧告
に関しては、この神奈川県司法書士会の「注意勧告に関する規則」及び
「注意勧告の運用に関する見解」に蛇足を加える必要は全くない。
六　懲戒処分内容の決定
A弁護士の懲戒
1　懲戒委員会の調査・審議・審決
懲戒処分の内容は、懲戒委員会が懲戒委員会規則に従い、綱紀委員会の
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調査報告に依拠して、審議を行い、審決のかたちで決定する。しかし、そ
のために、懲戒委員会も、独自に調査を行うのである。綱紀委員会の調査
と同様に、主査委員を選出し、懲戒請求人から懲戒事由を聴取するだけで
なく、被懲戒請求人本人にも委員会に出頭・弁明の機会を必ず与え、委員
全員が聴取し、さらにあいまいな点については質問し、疑念をはらしてゆ
くのである。また、ときはには、必要に応じて、官公庁や他の弁護士会に
照会するだけでなく、ほとんどの場合に、主査委員は、現場にも足を運
び、関係人から直接に事情を聴取して、証拠を収集し、委員会の判断の材
料に供する。だから、事案によっては、調査は2年を越すことも珍しくな
い。それ程に、懲戒委員会は、綱紀委員会の丹念な調査にもかかわらず、
弁護士身分に関することだけに（ときには、えん罪を防止するためにも）、
自らも、違法阻却事由・責任阻却事由も含めて資料収集は徹底をきわめ
る。
　懲戒委員会は、このような調査により収集された事実や証拠につき判断
して、最終的に、懲戒するかどうか、そして、懲戒するとすれば、処分は
どのような内容が妥当・適切かなどを討議して、多数決で議決する。その
結果、ときには、綱紀委員会の「懲戒相当」との判断を覆して、「懲戒せ
ず」という結論を出すこともある。
　問題なのは、懲戒委員会で審議中に発見された、新たな「懲戒事由該当
事実」の扱いである。規則では、会長に対して、その事実を報告すること
になっているが、その後の扱いが明確でないためか、実際に報告される例
も少ないと思う。本来ならば、懲戒委員会の判断で、審議対象に追加・変
更して、その旨を被審査人に通告し、防御のために弁明の機会を保障し
て、それについても審決すべきである。
　2　会長への報告と懲戒処分の言渡
　審決により、懲戒処分の内容が決定した後、会長へ報告がなされるが、
会長は、懲戒委員会の審決のそのまま、つまり、なんの変更を加えること
なく、被審査人に言渡す。そこには裁量権はない。しかも、その懲戒処分
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は即日に発効する。例えば、その審決が除名であれば、言渡しの当日に除
名されるのである。このように、弁護士懲戒の内容は、決して、会長では
なくて、懲戒委員会が決定する。実は、これは、判決あるいは懲戒のよう
な重大な処分のためには、審理・審査した者だけが最終判断できるという
『直接審理主義』が採用されていなければならないという審理・審査の公
理に基づいている。つまり、重大な不利益処分を行う以上、他人が審理・
審査した結果を間接的に評価・判断するという間接審理主義は採用しない
と言うことである。近代裁判制度は、民事訴訟と言わず、刑事訴訟、行政
訴訟と言わず、裁判する者が、当事者や訴訟関係人、証人などと直接に接
触して弁論、証拠調から感得・聴取した資料だけを、判決の基礎とすると
いう直接審理主義を必ず採用し、前近代的な間接審理主義を採用していな
いが、弁護士懲戒手続きも、一種の準司法手続として、直接審理主義を採
用しているのである。このことは、司法書士会における司法書士懲戒のた
めにも妥当するものである。
　B　司法書士の懲戒
　ここでは、処分内容を実質的に決定する機関は、①法務局の長、②会
長、③綱紀委員会の三者のうち誰か、と問えば、法12条の明文、13条の聴
聞、それに、法務局の長の職権調査を定めた、施行規則31条を考え合わせ
ると、法務局の長であると答えられるのは、当然である。従って、これら
の法12、13条、施行規則31条にもかかわらず、綱紀委員会であるとv・うこ
とができるためには、その『根拠』が説明されなければならない。しかし
ながら、その『根拠』を説明しても、依然として、法12・13条、規則31条
に対する関係が当然に解決されるわけではない。
　それを論ずるに先立って、なぜ、懲戒処分の内容を決定するのは、綱紀
委員会であって、法務局の長ではないのかの管見の結論だけを、ひとこと
で言えば、第一に、およそ、懲戒処分などの不利益処分の内容を決定する
ことができるものは、直接に、懲戒事由を認識できるだけの調査を自分で
したものだけができるのであって、他人の調査結果に基づいてのみ、処分
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内容を決定すべきではない、という原則に基づくものであり、第二に、司
法書士に対する懲戒権をもっ者は、間違いなく、法務局の長であるが（法
12、13条）、懲戒処分をする者（法務局の長）とその内容を決定する者（綱
紀委員会）とは、同じではなくてもよいということである。
　1　処分内容を決定する機関
　1　なぜ、綱紀委員会か
　綱紀委員会は、綱紀保持のためにだけ存在する機関である。綱紀保持と
懲戒とは同義語であるが、すくなくとも、その両者の関係は目的（綱紀保
持）と手段（懲戒）の関係にある。つまり、綱紀保持のために、その手段
は軽重の各段階において種々様々あり得る力斗綱紀保持の終局的な手段が
懲戒である。そして、綱紀保持の職務権限をもつ以上、その綱紀保持の内
容を決定できるのと同じように、懲戒に当たっては、その内容も決定でき
る権限ももっていなければならない。しかし、その前提として、まずは、
その処分をするだけの懲戒事由を調査をしなければならないが、それを目
的として、自分で、その資料を収集・評価しながら、懲戒事由の存否を判
断するのである。従って、それに基づき綱紀保持の極にある懲戒処分の内
容を決定できるのは、その経緯の衝に当たってきた綱紀委員会であって、
それが、また、綱紀保持を専管する綱紀委員会の職務でもある。
　2　なぜ、法務局の長ではないのか。
　法務局の長は、懲戒事由を自分で調査する場合と司法書士会に調査させ
る場合とがある。この後者の場合には、自分で調査をしていないのである
から、直接審理原則のもと、直接に調査・審議した綱紀委員会に処分内容
の決定に任せるべきである。自分で調査した、前者の場合には、確かに、
直接審理主義のもと、法務局の長も処分内容を決定できる地位にある。し
かし、綱紀委員会の調査が本則であって、法務局の長の調査は補充的ない
し予備的でなければならない。従って、まずは、本則的である、綱紀委員
会の調査がある以上、それによって決定された処分内容を基準とすべきで
ある。しかし、自分でも調査している場合には、その限りで、その結果を
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補充的に活用できることは認められるべきである。つまり、自分の判断と
綱紀委員会が決定した処分内容と食い違うときには、司法書士会を通じ
て、綱紀委員会に対し、自分の判断を示して、再度の調査・審議を委嘱す
べきである。それでも、自分の判断と異なる場合には、法13条の聴聞の結
果をも斜酌して、綱紀委員会の処分内容の変更、加重・軽減はできるべき
だろつ。
　3　なぜ、会長ではないのか。
　会長は、綱紀委貫会の処分の決定をそのまま法務局の長に報告すべきで
あり、懲戒に関する限りは、処分内容に関係すべきではない。それは、会
内自治に基づく権限分掌に拠る。会長が総理する「会務」は、会員の指
導、連絡に関する『事務』を行うことであるが（弁護士法も同じ規定をも
つ）、綱紀委員会の職務は、会員の綱紀保持に関する事項を『つかさどる』
ことである（弁護士法も同様）。つまり、綱紀委員会の職務は『事務』を行
うことではなく、直接に綱紀保持を『司る』ことにある。従って、綱紀委
員会の委員は、すべて、裁判官と同様の身分保障と会からの判断の独立性
が保障されていなければならない。こうして、会員の綱紀保持は綱紀委員
会の専管事項とされているから、その延長線上にある綱紀委員会手続にお
ける調査・審議にも、会長は、一切、介入、干渉は許されるべきではな
い。その手続の結果に対して、調査にも関与していない会長が「必要な指
示若しくは指導をすることができる」ことを口実にして、被調査人の利
益・不利益に働きかけたり、いわんや、綱紀委員会の結論を曲げて会の意
見とすることなど、到底、許されることではない。調査・審議・判断する
ことが専管的職務とされている綱紀委員会の結論に、会長が「ためにする
ように」干渉したり、恣意的に変更を加えるようなことがあれば、もは
や、司法書士会の会内自治は成り立たないし、世上からの不信をかうだけ
である。
　ただ、ここで付け加えておきたいことがある。それは、綱紀委員会と会
との関係、綱紀委員会と会長との関係にっいてである。綱紀委員会は、会
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の一機関にすぎないから、その機関においてなされた処分内容の決定は、
会の意思決定であるとも言える。だから、処分内容の決定は、「会が行う」
ということもできる。しかし、ここでは、あくまでも、綱紀委貝会という
会の中でも、独立した地位のある機関が行うことを強調したいのである。
　他方、それは会長の責任において行うから、「会長が行う」と言えるか
というと、懲戒処分の内容を決定するのは、会の機関としてならば、会長
ではなくて、綱紀委員会という機関が行うのであるから、「会長が行う」
とは言えない。つまり、会長が判断機関としては、懲戒処分の内容は決定
できない。それを本項において論じたのである。
　4　職員の調査の問題
　直接審理主義からすると、法務局の長が自らするのではなくて、職員に
命じて調査がなされる場合はどのようになるか。しかし、これは、あくま
で、補助機関として行うのであるから、法務局の長が自らするのと同一に
見られるだろう。長が自らする場合にも、事件簿その他の関係書類を調査
したり、その収集・整理には、むしろ、職員が当たることであろうし、逆
に、職員が行う場合でも、司法書士本人との面談による「執務調査」や、
法令違反の事実のないことの弁明、反証などを聴取するには、長自らが立
会うことになるのだろうから、特に、問題はないと思われる。
　5　規則30条の報告に基づく処分決定
　司法書士会が会員に注意勧告した旨の報告が法務局の長にあった場合に
も、それは綱紀委員会の調査・審議で結論を出した後、さらに理事会の議
決まで経ているのであるから、法務局の長としてはそれを十分に尊重しな
ければならないだろう。ことに、神奈川県司法書士会の注意勧告に関する
規則およびその「運用に関する見解」に示されているように、懲戒事由ま
でが含まれていると判断したときには、その事情についても調査し審議し
て、結論（懲戒するか否か）を出しているのであるから、これには原則と
して拘束されると考えるべきだろう。もしも法務局の長がそれと別様に判
断するときには、やはり綱紀委員会に審議のやり直しを指示すべきである。
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　II　明文との関係
　1　法12条との関係一法務局の長の処分権と綱紀委員会
　弁護士会においても、懲戒処分内容を決定するのは、懲戒委員会であっ
て、けっして弁護士会ではない。しかしながら、その懲戒は懲戒委員会が
行うのではなくて、弁護士会である。このように、懲戒委員会の決定した
処分内容を、懲戒処分するのが弁護士会であること、つまり、懲戒権は弁
護士会だけがもっているのであって、懲戒委員会がもっているわけではな
いということの関係は、綱紀委員会と法務局の長との関係にも当てはまる
と解されるのではないか。なぞらえて言えば、弁護士に対する懲戒権は弁
護士会がもっているのであって、懲戒委員会ではないのと同じように、司
法書士に対する懲戒権は、法務局の長がもっているのであって、綱紀委員
会ではないが、弁護士に対する懲戒処分内容を決定するのは、弁護士会で
はなくて、懲戒委員会であるのと同じように、司法書士に対する処分内容
を決定するのは、法務局の長ではなく、綱紀委員会であるということにな
る。
　繰り返して念を押すと、懲戒司法書士に対する処分『内容』は、綱紀委
員会が決定し、法務局の長はその内容を、処分の『形式』をもって言渡す
ものと解される。あるいは、もっと極端に、綱紀委員会の処分内容の決
定、つまり、単位会の処分内容の決定によって、懲戒処分は『内部的に成
立』しており、法務局の長の言渡しによって『外部的に成立』すると言え
ないだろうか。
　2　法13条との関係一聴聞制度と綱紀委員会
　（1）懲戒処分の条件かP
　綱紀委員会が処分内容を決定するという管見に対して、決定的に支障が
あるように思われるのは、法13条の聴聞の制度との関係である。これによ
ると、法務局の長が処分をするときには、行政手続法13条1項の規定によ
る意見陳述のための聴聞を行わなければならない。っまり、この聴聞の機
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会を与えることによって、被懲戒人の弁明を十分に聴き、その弁明と、調
査結果とすり合わせて、あるいは弁明の内容を勘案して、処分内容は、ど
のようにするかを決定することを定めた規定であると考えられるという意
見も十分成り立つ。この意見によれば、法務局の長といえども、この聴聞
が行われるまでは、処分内容を決定してはならないことになり、そのこと
は、処分内容の決定は、綱紀委員会ではなくて、法務局の長が行う趣旨で
あることを鮮明にしたものと解されるということになる。
　確かに、司法書士制度の全体において司法書士会の会員に対する秩序維
持の体系のなかで、司法書士会による一連の品位保持、綱紀保持などの措
置を度外視して、この規定だけを取り出して見ると、いかにも、この聴聞
制度が、法務局の長が懲戒処分を行うことを前提にしている制度であるよ
うにも考えられる。というのも綱紀委員会においても、被懲戒人の弁明は
十分に聴いているはずであるが、懲戒権をもつ機関に対して、直接に事情
説明の機会を保障している制度であり、この機会があるからこそ、この処
分に対しては、行政不服審査の申立てが許されていないだけに、聴問なし
に、懲戒するというのは、制度的にも、被懲戒人にとっても理不尽のよう
に思われるからである。
　（2）綱紀委員会による処分内容の決定との関係
　しかし、いま、管見として述べてきたことは、すでに、綱紀委員会によ
って処分内容は決定されているところを、法務局の長が言渡すということ
であったが、それと聴聞との関係はどうなるのか。まず、これは、法務局
の長が懲戒事案の調査をどのように関係したかによって相違がでてくると
思われる。
　（イ）補充的にせよ、法務局の長またはその職員が調査した場合には、そ
の調査結果による判断と綱紀委員会の処分内容とが相違するような場合に
は、自分の調査結果およびこの聴聞を斜酌することによって、上述のよう
に、司法書士会に対する再度の調査委嘱などの手続きを経た上で、処分内
容の多少の変更、加重、軽減はあり得るだろう。
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　（・）次に、司法書士会に委嘱して綱紀委員会が調査・審議した場合に
は、すでに本人から十分に事情聴取した上で処分内容が決定されているの
であるから、会長から報告を受けて、その間の事情をすでに承知している
法務局の長が、聴聞を行う場合には、その処分内容を開示しないまでも、
処分内容を前提として、綱紀委員会の調査のどこにどのような不満がある
のか、例えば、事情聴取や証拠収集の方法など、あるいは、責任阻却事由
などについての調査不足などについての不満を被懲戒請求人からの弁明を
聴取すればよいはずである。
　の　綱紀委員会の調査における『聴聞』のさきどり
　綱紀委員会の調査の経過の中で、『聴聞』の実質が確保されるような工
夫がなされるならば、法務局の長が行う聴聞は、かなりに形式的にとどま
って、綱紀委員会による処分内容決定の仕組みが、いっそう、首尾一貫す
ることになるからである。たとえば、その工夫とは、一方で、あらかじ
め、法務局との協議によって、法務局が聴聞によって被懲戒人から聴き出
すべき不服の弁明の聴取の方式と項目を予め取り決めておいて定型化し、
他方で、綱紀委員会の調査の最終段階で、被調査人に対して、すでに決定
している懲戒処分の方向だけでも開示して、定型化された項目に対する意
見・弁明を陳述させることにする。それを記録にとどめて法務局に提出す
るなどである。そして、綱紀委員会の段階で、その聴取に基づいて自分が
決定した処分内容を変更する必要があると判断した場合には、調査・審議
をやりなおすべきであり、また、法務局では、先に綱紀委員会が決定した
処分内容を基礎としながらも、記録にとどめられた意見・弁明を聴聞の際
に確認して懲戒処分を言渡すことを原則とするが、それでも、なお、か
つ、処分内容を変更せざるを得ない程の重大な事実が出てくる例外的な希
有な場合には、法務局の長は、再度、司法書士会、つまり、綱紀委員会に
その事実を示して、再度の調査を委嘱するべきだろう。しかし、そのよう
な希有の場合を考慮に入れて、処分内容は法務局の長によって決定される
というべきではない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　司法書士の懲戒（鈴木）　43
　3　施行規則31条との関係一資料収集者と綱紀委員会
　懲戒処分内容を綱紀委員会が決定するとの管見にとって、やはり、支障
があると思われるのは、施行規則31条である。この規定によれば、綱紀委
員会は資料収集機関にすぎず、到底、処分内容の決定権限などはない、と
いう見解もあり得るからである。それは、次のようになるだろう。
　「法務局の長が、懲戒処分をするためには、当然のことながら、まず
は、懲戒事由の有無について調査し、その結果として収集された、判断資
料に基づかなければならない。その調査、従って、判断資料の収集は、だ
れが行うかについて、施行規則31条は、①自ら調査する場合、②その職員
に調査させる場合、③司法書士会にさせる場合を規定する。
　しかし、いずれにせよ、規定の内容から見ても、資料収集者としての、
この三者に特別な相違があるわけではない。①自ら調査する場合には、ま
さに、判断の手段として、資料を収集しているが、②その職員に調査させ
る場合も、その職員は法務局の長の手足として資料収集するのであるか
ら、収集という点では、①の場合と異ならない。次に、③であるが、司法
書士会は、綱紀委員会に調査をさせるが、この施行規則31条に並べられて
いる資料収集機関としての地位は、その綱紀委員会にとって、①②となん
ら変わるものではない。つまり、綱紀委員会は、職貝と同様に、法務局の
長の手足として、判断資料の収集に当たるだけであって、懲戒処分の内容
を決定する権限はない」。
　ところで、この見解は、法12・13条から、懲戒処分の内容の決定は、法
務局の長が行うものであることを当然の前提としているから、綱紀委員会
を、上述の①②③を同列に並べて、法務局の長の処分内容の決定のための
資料収集機関として位置づけるているのである。
　しかしながら、前述のように、懲戒事由の調査は、綱紀委員会が行うの
が本則であって、その調査の目的は、まずは、懲戒事由の有無の正確な認
識にあるが、そのための調査において資料の収集をするが、それと同時進
行で、その事実や証拠に対する評価が一体的に行われているのであり、そ
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の評価がなければ、資料の収集自体が不可能である。しかも、その個々の
評価も整理・統合されなければならないが、その統合こそ処分内容の決定
に他ならないのである。かくて、綱紀委員会は、決して、法務局の長のた
めの、単なる資料収集機関ではないのである。
七　協議と慣行の確立の必要
　1　協議の必要一一綱紀保持は司法書士会と法務局の共同目的
　司法書士の誰でもが、法令違反の許されざる非違行為をした場合には、
それに対して、だれが、懲戒するのであれ、必ず公平・適正に懲戒処分が
なされなければならない。その懲戒によって、破壊された権利保全秩序と
司法書士に対する社会的信頼を回復させ、司法書士会の信用を取り戻すこ
とができるからである。それは、公正で誠実・有能な職務行為による国民
の権利保全を司法書士にゆだねた国にとっても、また、ゆだねられた司法
書士会にとっても、共通した願いであり、共同しても達成したい目標であ
る。そうであるならば、この両者でこの目標のために協同すべきはない
か。そのためには両者問の真摯な協議を定期的に重ね、問題に対する合意
を形成するように努めるべきである。
　2　協議の条件
　その協議のためには、一方で、まずは、現行法の建て前としては、あく
まで、懲戒処分を行うのは法務局の長であることは明確であるから、司法
書士会の姿勢はそれを前提にしなければならないが、他方、法務局は、政
府委員が、あれほど「できる限り、司法書士会の自主性を尊重する」と言
明しているその趣旨を活かし、また、上述のように、解釈の工夫で、自律
的懲戒権の樹立されているポテンシャルな可能性も承認しなければならな
い。それは、司法書士の品位保持、綱紀保持について、司法書士法の精神
の全体が司法書士会に付託し、期待した任務を、現在の「規制緩和」の時
代における具体的なあり様として理解されるべき方向で解釈されるべきだ
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からである。
　このように、協議の前提は、司法書士会では、法務局の職権主義を重
視・尊重する一方、法務局も司法書士会の自律的綱紀保持の現実と努力を
勧奨・督励すべきであり、その合意による調整のうえに、両者の協力によ
って、弁護士会、公認会計士協会と並ぶ、司法書士に対する独自の懲戒制
度を築き上げることに努めるべきである。
　3　ルールの樹立と慣行の確立
　そこで、両方の側で相互に承認できるだけのルールの樹立を目指すこと
になるが、そのためには、双方から、これまでの積み重ねてきた経験から
の意見を衝突させて、両者の叡智を活用し、司法書士懲戒のために、もっ
とも合理的だと考えられる調整結果を創設するように、協議を重ねる必要
がある。その協議の結果として造り出された合意を一つのルールとして、
その適用の実際を、法務庁・司法書士会の両者の慣行として確立してゆく
べきである。そのうえ、各単位会では、そのルールの実現を安定的に施行
して行くために、会則ないし規則に定着させておかなければならないの
で、現行の会則・規則を変更ないし追加することも必要となる。
　4　協議による取決めの内容
　あるいは、このようなことが、すでに実行されているとすると、陳腐な
噴飯ものの提案であるのかもしれないが、それを覚悟で要点を挙げてみる
と、以上述べてきたところで、五つの点が重要であった。第一は、懲戒事
由の調査は、綱紀委員会の調査が本則であり、法務局の長の調査は補充的
であるということを承認することであるが、そのためには、どのような場
合に補充が必要かの合意も必要である。第二に、綱紀委員会の権限にっい
てであるが、たんに調査だけに終始するだけでなく、処分内容を決定でき
ることを法務局として尊重する体制がなければ、無意味であるから、すく
なくとも、特段の事情がなければ、その決定を法務局の長の処分内容とす
ることが、おおすじのところでも、取り決められておく必要がある。そし
て、その特段の事情は、あらかじめ、具体的に決めておくことは困難であ
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ろうが、これまでの経験から例外措置をとるべき法則のようなものがある
のではないだろうか。第三には、第一、第二の問題の総括としての聴聞の
制度である。法務局の長は、聴聞の後に、処分を言渡すことになっている
が、その以前に綱紀委員会により決定されている内容を、原則としてその
ままに言渡すことにして、そうでない場合には、どのような事情があると
きに、これを変更するかの協定づくりが必要である。第四は、注意勧告の
問題である。本来、懲戒されるべき非行が、懲戒されないまま、注意勧告
で済まされているとき、あるいは、司法書士会の厳重な勧告があったのに
もかかわらず、それに従わなかったときには、職権による懲戒はやむを得
ないと思われるが、一方で、注意勧告だけで十分であると判断したことが
相当である場合、あるいはその注意勧告に基づいて非行を是正した場合に
は、それ以前の過去の非行を理由には、懲戒しないという原則が正当であ
ると思われる。そのような場合でも、法務局が、なお、懲戒を必要とする
状況は、どのような事情に基づくのかを司法書士会としても、承知してお
かなけばならないはずである。ここのところは、相互に了解し合って、合
意しておくべきである。第五は、現行法の12条では、懲戒事由は、はっき
りと法令違反に限定しているのであるから、たとえ、会則遵守義務が法に
取り込まれていても、会則は会則であって、法令ではないから、これにつ
いては、法務局の長が懲戒するのではなく、単位会の会長が懲戒すること
を確認しておく必要がある。これまでは、長の行う懲戒事由とされてきた
からである。
　5　各単位会ごとの取決め
　しかしながら、この協議は、単位会と法務局でなされるが、その協議の
しかた、その合意の内容は、目下のところ、日本全国が統一的である必要
はないだろう。というのは、単位会ごとに、法務局の懲戒処分に対する関
係で、会員の品位保持、綱紀保持・懲戒に関する考え方や姿勢にかなりの
相違があり、それが会則や規則の制定、あるいはその完成度の具合に現れ
ている。そうすると、地域別、あるいは単位会別に、司法書士会と法務局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　司法書士の懲戒（鈴木）　　47
の双方の協議による取り決める内容にも、単位会ごとに相違があっても仕
方がない。例えば、一方の極に、①綱紀委員会の調査や処分内容の決定
は、そのまま、法務局の懲戒処分とすることに取り決めることにしたり、
他方の極には、②調査も、処分内容の決定も法務局に任せることにするな
ど、そして、その中間に、③法務局の随時の補充的職権調査の必要とそれ
による綱紀委員会の処分内容の変更を認める一方、司法書士会に調査が任
される場合には、その報告に付されている司法書士会の意見は尊重するな
ど、あるいは、④一応のルールだけを定めておいて、事案毎にどのように
するかは、必要に応じて担当機関で協議するなど、さまざまバリエィショ
ンがあり得ることだろう。神奈川県司法書士会のように、できる限りの、
⑤自主・自律の綱紀保持・懲戒のために、精緻な規則などを完備している
単位会には、法務局とすれば、かなりの程度に、その自律的処分に信頼を
おくことができるし、従って、それに任せることができるが、他方、その
逆に、⑥まったく規則などの自治的な規定をもっていない単位会では、む
しろ、法務局に依存することを決めているのではないかと思われる。
八不服申立て
　A弁護士の懲戒
　弁護士会では、懲戒委員会が決定した処分内容の審決を、会長がそのま
ま弁護士会の懲戒処分として言渡すと、即時にその処分は発効する。しか
しながら、被懲戒人は、その処分自体、あるいはその内容に対して不服が
あれば、ただちに、日弁連に審査請求ができる。その場合でも、懲戒の発
効は停止されることはない。そして、日弁連の懲戒委員会で、単位会の処
分の当否を審議し、その処分が正当であれば、裁決をもって審査請求を棄
却するが、不当であれば、そこで、処分内容を変更することになる。この
日弁連の裁決に対して不服があれば、さらに、それに対して東京高等裁判
所に行政事件訴訟を提起することになる。従って、単位会の懲戒処分が被
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懲戒者にとって決定的であるのにもかかわらず、これに対する行政事件訴
訟による取消請求は許されていない。他方、懲戒請求人は、単位会の処分
の内容、あるいは懲戒しないことに対して、日弁連に対して異議の申立て
ができる。
　B　司法書士の懲戒
　司法書士会では、むしろ、独自の工夫ができたのではないか。一つに
は、弁護士の場合には、対外的には、日弁連の裁決が、行政処分として行
政事件訴訟の対象とり、対内的には、単位会の懲戒がそのまま発効するの
で、その処分に対する不服が日弁連に対してなされるように、司法書士会
では、日司連の懲戒処分が、対外的には行政処分として行政事件訴訟の対
象とし、対内的には単位会の懲戒が独自に発効して、その処分に対する不
服が日司連に対してなされるように、である。そして、単位弁護士会の処
分に対する不服（審査請求）は、訴訟制度におけるような確定遮断の効力
をもたないが、それと同じことが、司法書士会の懲戒処分に対する不服申
立てに適用されてもよかったのではないかと思われる。尤も、これは、取
りも直さず、自律的懲戒権が認められることに他ならないから、この構造
は望むべくもなかったのであるが制度改革の目標にはなる。もう一つの工
夫は、単位司法書士会で、綱紀委員会が決定する処分内容を会長が言渡す
ことで発効し、それに不服があるときにだけ、法務庁に不服を申立て、法
務局の長がその不服申立てに対して『聴聞』を行い、単位会の処分の当否
を判断し、それに不服があるならば、さらに、行政事件訴訟を提起すると
いう方式である。このためには、単位会の会長が言渡したときに、処分が
発効するという建て前が、法務庁との協議により一般に承認される必要が
ある。
　しかし、いずれの方法も現行法の中では、かなりに困難である。ところ
が、公認会計士に対する大蔵大臣が行う懲戒処分は、司法書士に対するの
と同じように、聴聞を経て行われるが、しかし、必ず、「公認会計士審査
会」の意見を聴いて行うことになっている。この「審査会」は、法（35
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条）によって、公認会計士に対する懲戒処分を行うために、金融庁に設置
されている。つまり、大蔵大臣の懲戒処分のために、聴聞が行われていな
がら、なお、かつ、そのうえに、「公認会計士審査会」の意見を聴くこと
は、一種の不服申立てを先行させることになっているとも言えるのであ
る。弁護士に対する懲戒処分に対して日弁連に対する審査請求がなされ、
公認会計士には、「審査会」の意見聴取が義務付けられているのに比べて、
司法書士には、この段階が欠落しているのである。この現実は、正視して
おかなければならない。そこで、上述したように、せめて、綱紀委員会
が、その調査を終了して処分内容を決定するに先立ち、その調査の進行中
に、綱紀委員会が、法務局の長の行う『聴聞』の実質をもつ段階を設定し
て、被懲戒請求人には処分の方向を開示して、不満があれば、それを取り
上げ、なお、かつ、法務局の長の『聴聞』の機会に、不服を述べさせるよ
うな工夫をすることが考案されるべきである。
九　懲戒権と代理権
　1　自主的懲戒権のないことと訴訟代理権
　司法書士会の自主的懲戒権が、特異な解釈と工夫で考えられたとして
も、司法書士法の明文では司法書士に対する懲戒権が法務局の長にあり、
司法書士会にはないことになっている。このように自主的懲戒権がないこ
とが、盾に取られて、訴訟代理権も認めるべきではない、という意見が表
明されている。この意見の根拠がどこにあるのか理解出来ないが、察する
に、自主的懲戒権がないとすると、国は、いつでも懲戒が出来るから、司
法書士が、なにびとかを代理して、訴訟を実施している最中に、国が一方
的に懲戒によって代理権を剥奪することができると考えてのことだろう
か。
　2　司法書士の身分保障
　ところで、どのような法的資格身分にある者でも、懲戒事由がなけれ
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ば、懲戒されることはないし、懲戒されなければ、その法的資格が剥奪さ
れることはない。つまり、懲戒するには、必ず、法定されている懲戒事由
に該当する行為がなされていることが必要であり、そのようなことなし
に、恣意的に懲戒されることは有り得ない。つまり、それだけ身分が保障
されているのである。司法書士でも、一歩譲って、現行法を型通りに解釈
しても、法務局の長が懲戒処分内容を決定するためには、懲戒事由の調査
をするだけではなく、聴聞制度によって、必ず、被懲戒人に弁明の機会を
与え、その弁明を聴取した上で、しかも、被懲戒人が望めば、公開の聴聞
が開かれている。従って、論者が考えているような、一方的に懲戒・資格
剥奪・代理権の消滅というようなことは有り得ることではない。
　3　弁護士の資格剥奪と代理権の消滅
　他方、自主的懲戒制度を確立している弁護士会でも、司法書士と同じ法
令違反行為、あるいは会則違反行為などの懲戒事由があって、それを理由
に、例えば、業務停止1年の懲戒処分がなされれば、実際には、その弁護
士は弁護士業務ができないだけではなく、その期間は、弁護士資格を剥奪
されているのである。従って、弁護士としの一切の業務はできないだけで
なく、弁護士バッジでさえも外さなければならない程である。
　また、刑事訴追されれば、進行中の懲戒手続は中止されるし、そのあげ
くに、禁こ以上の刑に処せられた場合には、自動的に弁護士資格は剥奪さ
れるのである。このように、自主的懲戒権が確立している弁護士会でも、
刑事裁判や懲戒処分によって、その所属弁護士の弁護士資格は奪われるの
であるが、それは、だれによって、懲戒されようとも、つまり、国によっ
て懲戒されるか、弁護士会によって懲戒されるかに関係なく、資格は剥奪
されるのであり、訴訟代理資格はなくなる。ただし、それまでの代理行為
が有効か無効かは別問題である。
　4　弁護士会の自主的懲戒権の成立
　いまとなってみると、弁護士の自主的懲戒制度は、弁護士身分であるこ
とを根拠に、当然の、公理であるかのように考えられて、それを持たない
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司法書士と比べてその遜色をあげつらわれているが、弁護士懲戒権も、初
めから、弁護士であることを理由に、公理のように認められていたわけで
はない。長い期間、自主的懲戒権を持てなかったのである。
　ところが、その間も、弁護士には、一貫して訴訟代理権は認められてい
るのであり、その例外はあったことはない。つまり、懲戒権を誰がもつか
ということと、訴訟代理権とは関係ないのである。
　（1）明治9年の代言人規則では、一方的に裁判官が代言人を「罰スルヲ
得」ることになっていたが、その罰目（処分内容）は、謎責、停業（1月
以上1年以下）、除名となっていて、ほぼ、現在の弁護士懲戒処分の原型が
見られる。それでも、いま風に言えば訴訟代理権は、「代言人ハ訴庭二於
テ其訴答往復書中ノ趣意ヲ弁明シ裁判官ノ問二答フル者トス」というかた
ちで、かなり不十分であったいえ、認められていた。
　（2）明治13年の代言人規則では、その22条で『懲罰』の原因となる行為
を列挙し、24条は「所犯法律二該ル者ハ法律二依ッテ処断シ伽ホ第23条ノ
罰目ヲ併科スルコトアル可シ」と定め、その23条には、謎責、停業、除名
が挙げられて、規制の内容がかなりすっきりと整序されているが、その22
条に当たる「条件ヲ犯ス者アル時ハ各代言人ハ之ヲ会長二報告シ会長ハ之
ヲ検事二告発ス可シ。若シ会長告発ヲ遷延シ又ハ其所犯会長二係ル時ハ各
代言人ヨリ直チニ検事二告発ス可シ」と規定されていたのである。
　このように、依然として、裁判所が一方的に処罰を科することになって
はいたが、懲戒事由が法定されて、この事由に該当しない限り、懲戒され
ることはないことが保障される一方、この代言人規則の第1条には「代言
人ハ法令二於テ代言ヲ許サレタ詞訟二付テ原告又ハ被告ノ委任ヲ受ケ其代
言ヲ為ス者トス」と規定して、訴訟代理権をもつことを明確に定めていた
のである。
　（3）明治23年の旧々民事訴訟法は、すでに、弁護士代理の原則を定めて
いるが（63条）、明治26年の弁護士法も、その第1条で、「弁護士ハ当事者
ノ委任ヲ受ケ又ハ裁判所ノ命令二従ヒ通常裁判所二於テ法律二定メタル職
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務ヲ行フモノトス」と職務内容を規定している。ところが、他方では、懲
戒については、弁護士が、弁護士法や弁護士会会則に「違背シタル所為ア
ルトキ」は、会長から検事正に申告し、検事正から検事長に懲戒訴追を請
求して、控訴院において懲戒裁判所が開かれたが、懲戒処分については、
判事懲戒法が準用された。しかし、ここでは、会長が検事正に申告するに
ついては、会長は常議員又は総会の決議を経由すべきことを定めて、かな
りのブレーキをかけている。
　（4）昭和8年の弁護士法は、明治26年法と同様に、その第1条で弁護士
の職務内容を定めていたが、懲戒については、依然として、検事長が「司
法大臣ノ命二依リ又ハ其ノ認可ヲ受ケテ」懲戒開始の申立てを控訴院に設
けられている懲戒裁判所に行っているが、もちろん弁護士は訴訟代理権を
独占している。
　（5）そして、昭和24年の弁護士法で、初めて現在の自主的懲戒権が確立
している。それは、第5回国会においてであるが、このために、最後の最
後までもめていた。最高裁判所は、弁護士も最高裁の監督下に入るべきで
あると主張し、法務省も、その監督、懲戒は、本質的には、国の行政作用
の一部をなすのであるから、法務総裁（今でいえば法務大臣）の監督下に
おくべきである、と固執していたのである。こうして、第5回国会の最後
の前日である昭和24年5月30日に成立し、その翌日には会期は終了してい
る。つまり、ぎりぎりの駆け込みで成立しているのである。
　このように見てくると、訴訟代理権と懲戒権は関係ないことが明らかで
ある。ところが、弁護士にとって懲戒権の所在よりも、問題は、むしろ、
弁護士会に対する司法大臣（昭和8年法）とか検事正（明治26年法）の監督
であった。会則自体を検事正を通じて司法大臣の認可を受けけなければな
らないのは、まだともかくとしても、弁護士会の総会の会場に司法大臣
（昭和8年法）とか検事正（明治26年法）が臨席したり、会議の結果をそれ
に報告しなければならなかったのである。この種の介入には、弁護士会は
かなりに業を煮やしていたのであり、それが、また、弁護士自治確立の原
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動力となったのである。
おわりに
　以上要するに、司法書士法および施行規則の規定の「形式」は、司法書
士に対する懲戒は、間違いなく法務局の長が行うことになっているが、こ
れらの規定の解釈に基づく運用によって、『理論』としても、懲戒権が司
法書士会に帰属しているのと同様の「実質」をつくり出すことができるも
のであることを論じたものである。他方、司法書士の実際の懲戒事例を見
ると、懲戒請求は、法務局ではなくて、直接に司法書士会へなされている
例が圧倒的に多い。そうすると、ここで、上述のような進行手順で、綱紀
委員会がその調査にもとづき処分内容を決定すれば、『現実』にも現行法
の枠の中でも、ほとんど自主的懲戒権が樹立しているのと同じ結果にな
る。
　それをさらに確実にするためには、綱紀委員会規則において、綱紀委員
会の職務権限の内容と範囲、さらには調査方法が定められて、被懲戒請求
人や外部にも明確にされ、その公正・適切な運用が慣行として確立してゆ
くことが、法務局に信頼され、それとの間に合意されていなければならな
い。ところが、綱紀委員会がありながら、その営為のための規則を定めよ
うともしていないのが実情である。いわんや、その発動基準マニュアルを
有する会は、神奈川県司法書士会を除けば全くない。また、注意勧告の制
度は、昭和53年（1978年）に大いに期待されながら、創設されたが、それ
を活用するための「注意勧告に関する規則」を持たない会がほとんどであ
るという。苦情処理機関も倫理委員会も8割以上の単位会がもっていな
い。これでは、司法書士の綱紀・懲戒問題は、自分たちで処理するという
意欲も法意識も見られないし、かえって、『お上』に任せたいことを表明
しているように思われる。また、懲戒される側でも、整備されていない仕
組みの自前えの綱紀手続によるよりも、自分の言い分を完全に言いつくす
　54　早法76巻2号（2000）
ことを聴き届けてくれる『お上』の面前での調査の方が、まだ、ましだと
思うのではないか。このような状況にある間は、自主的懲戒権は必要はな
いと宣言しているようなものである。これでは、国民も自主的懲戒権の確
立には、疑問を持つだろう。
　このように、綱紀委員会規則も持たない理由としては、弁護士と比べて
懲戒事件が圧倒的に少ないこともあるかとも思う。すくない綱紀事件のた
めに、わざわざ、規則の制定の必要もないからである。しかし、弁護士と
くらべるとすれば、弁護士の活動範囲が、オールグランドにわたり、法律
事件のすべての種類を処理するところから懲戒事件が多種多様に多くなる
のに対して、司法書士の場合には、その活動範囲が限定的であることも考
えなければならないだろう。また、苦情処理機関がなければ、単位会とし
ては、法令違反や会則違反などは、懲戒請求がないかぎり、積極的に把握
できないはずである。さらに、綱紀委員会規則でさえも、もっていない単
位会は、おそらく、綱紀保持の努力や懲戒のための調査の気力・労力を節
約することを考えているのではないか。確かに、同僚でもある司法書士の
非行を指摘して、さらにそれを替め立てすることは、気が引けるだけでな
く、「悪事を暴く」ような証拠収集に大変な労力を要するところでもある
し、そのあげくの果てが仲間を懲戒に追い込む結果になることを考える
と、そのようなことは、一切、法務局に任せることにしたいというのは人
情である。
　他方、それに対して、実際にも、会長から法令違犯の事実の報告を受け
るだけで、法務局の長は職権で調査を開始し、聴聞を経て、処分すること
になるのであるから、同じ処分結果に至るのに、本来の監督官庁の職務と
して行うことに異存はあるわけはなく、また、法律の建て前も、そのよう
になっているのであるから、それに逆らってまで、労苦を背負うことはな
い、と考えているのではないか。しかしながら、眼を転じて公認会計士の
懲戒制度を見ると、司法書士法におけると同じように、法令違反に対して
は、大蔵大臣が懲戒権をもつことは、司法書士に対して法務局の長がもつ
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のと同様であるが、公認会計士では会則・規則違反に対して、会自身が自
主的懲戒権をもち、除名までの懲戒がなされている。しかも、その懲戒手
続きは、上述のように、弁護士懲戒手続よりも、慎重に精密をきわめて整
備されている。このように、同じくプロフェショナルの職能団体と対比し
ても、自主的懲戒に関しては、司法書士会には意欲が乏しいのではない
か。
　しかしながら、他方、神奈川県司法書士会のように、綱紀保持に真剣に
取り組んでいる単位会もあることが注目されなければならない。会則にお
ける綱紀規定だけでなく、その適用を定めた「会則基準」、綱紀委員会規
則、その発動マニュアル、注意勧告に関する規則、「注意勧告の運用に関
する見解」、司法書士執務倫理規範、さらには、その「執務倫理規範のた
めの解説」に至るまでを用意し、それに司法書士執務倫理白書をも発刊し
て、最近の綱紀・懲戒の統計などによる日本全国の動向まで克明に解明し
ているのは、感動的でもある。このような傍目にも明らかな熱い意気込み
と冷静な衡平感覚をもって自律的な綱紀保持の確立を目指している単位会
のためには、前述の司法書士会と法務局との協議・合意を通じて、限りな
く、自主・独立の懲戒権を承認したのと同じ結果になることが認められる
べきである。そして、このように綱紀保持に真剣に取り組んでいる単位会
の存在が、日本の国民の司法書士制度に対する信頼を高めてゆくことにな
るのだろう。
　付記
　インターネットなどで、情報を入手していた神奈川県司法書士会の諸規
則をお願いしたところ、数日を出ないで、佐藤純通会長から、上記のよう
に、この会の会則を初め、ほとんどすべての規則の送付があったので、そ
れをすべて十分に参照することができた。本稿や別稿（市民と法6号）で、
神奈川県司法書士会の諸規則を、度々引用あるいは紹介しているのは、そ
のためである。あらためて、佐藤純通会長にお礼を申し上げたい。
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　また、日本公認会計士協会に公認会計士の綱紀規律の規定の送付方をお
願いしたところ、即時に、増永浩課長より1600頁におよぶ加除式でハード
カバー一の「公認会計士関係法規集」が送付されてきた。本来、会員でもな
い者にとって入手困難な「法規集」を十分に参照することができたのは、
そのおかげである。本稿では司法書士と弁護士の懲戒問題を比較したが、
本来、公認会計士の懲戒制度を含めて比較すると、大変、興味のある問題
が明になっている。この「法規集」を送付頂いた日本公認会計士協会増永
浩課長に、心から感謝申し上げたい。また、埼玉司法書士会も、海老原幸
夫会員から送付を受けて、参照することができたこともありがたかった。
さらには、脱稿後であったが、東京司法書士会清水幸雄事務局長から、東
京会と日司連の会則をお送り願った。お礼を申し上げます。
